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議 長 あ い さ つ
　5月に元号が平成から令和に変わり、夢と希望に満ちた新しい時代の
スタートを迎えました。
　4月には町議会議員選挙が執行されました。法定得票数に満たなかっ
た候補者がおり、定数 16 名のところ 15 名となりましたが、5月 7日の
議会改選により新たな議会構成が決まりました。
　6月 14 日から 16 日まで「G20 持続可能な成長のためのエネルギー転
換と地球環境に関する関係閣僚会合」が開催されました。プリンスホテ
ルを主会場に町内各所でイベントが行われ、発地市庭では万葉の衣装で
大茶会を開催し各国代表を歓迎しました。
　8月 3 日には、軽井沢町・ウィスラー市姉妹都市提携 20 周年記念式
典がウィスラー市のジャック・クロンプトン市長をお迎えして開催され、
友好の碑「イヌクシュク」の除幕式には市長にも参列いただき挙行され
ました。
　また、同月 22 日に、上皇・上皇后様が行幸啓され町長とお迎えをい
たしました。
　10 月 7 日に議会関係の催しとして、「第 5回町村議会改革シンポジウ
ム in みやだ」が軽井沢町議会共催のもと開催され、議員のなり手不足
について、県内 24 の町村議会から 280 名の議員・事務局員が参加し、
活発な議論がされました。

　当町議会は、5 月の改選以降 1 名欠員の 15 名（内５名が新人議員）
でスタートしましたが、より住民の皆様に信頼される議会を目指して活
動を展開してまいりました。この議会がスタートするにあたり議長の所
信表明として三つの約束をいたしました。
　第１に、議員間討議によって議案の審議、あるいは審査をする場合に、
合意形成に向けて議員間相互の自由な討議・議論をいたします。議員に
よる討議のためには議員個人のスキルが求められることから、議員力及
び議会力向上のため議員研修を充実し、知識と情報を得る広聴を強化す
る取り組みとして、こどもタウンミーティング、議会とまちづくりを語
る会、各種団体との懇談会等を積極的に実施しており、さらなる議員力
及び議会力向上に努めております。
　第２に、議会からの政策提言をいたします。各委員会ごとに町政に関
する重要な政策や課題に対して、政策立案や政策提言を積極的に推進す
るために、第１で掲げた広聴のための取り組みにより、住民の皆さんか
ら様々な意見・要望・提案を拝聴し、政策とするにはどうしたらいいか
先進自治体等への視察を実施するなどし、町行政への提言に向け、調査
研究をしております。
　第３に、住民参加の充実のための取り組みをいたします。現在行って
いる議場開放による議場コンサートの開催、主権者教育のためのこども
タウンミーティングの開催のほか、さらなる拡充策として、模擬議会の
開催ができればと考えております。また、議会とまちづくりを語る会の
内容をリニューアルし、広聴の充実を図ることで、政策提言に繋がる意
見集約をより積極的に行っております。
　議員各位が研さんを重ねることにより議員力を高め、それが高い議会
力となって住民の皆様の負託に応えていける議会となることをお誓い申
し上げます。
　今後とも町議会に対しましてご指導くださいますようお願いを申し上
げます。

軽井沢町議会議長　佐  藤   敏  明

議　長
佐 藤  敏 明

副議長
土 屋  好 生
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軽 井 沢 町 議 会 議 員 名 簿
（令和元年５月７日現在）

議席
番号

氏　　名
当選
回数

住　　所 生年月日 電話番号

１ 眞
ま

　島
しま

　聡
さと

　子
こ

１ 大字軽井沢 1019-296 S42.11.30 48-5236

２ 福
ふく

　本
もと

　　　修
おさむ

１ 大字追分 94-10 S41.11.17 44-1277

３ 赤
あか

　井
い

　信
のぶ

　夫
お

１ 大字追分 94-17 S34.11.25 45-4871

４ 中
なか

　澤
ざわ

　睦
むつ

　夫
お

１ 大字発地 2543-1 S26.4.15 28-9082

５ 木
き

　内
うち

　　　徹
とおる

１ 大字軽井沢 1018-110 S24.9.7 090-4126-9373

６ 寺
てら

　田
だ

　和
わ

佳
か

子
こ

２ 大字長倉 3892-7 S48.7.30 090-1767-1529

７ 押
おし

　金
がね

　洋
よう

　仁
じ

２ 大字軽井沢 1323-440 S42.4.10 42-3692

８ 利
と

根
ね

川
がわ

　泰
たい

　三
ぞう

２ 大字軽井沢 1256-68 S29.3.13 45-3431

９ 遠
とお

　山
やま

　隆
たか

　雄
お

２ 大字長倉 4744 S26.1.22 45-8210

10 横
よこ

須
す

賀
か

　桃
もも

　子
こ

３ 大字長倉 296-3 S45.1.11 45-7312

11 川
かわ

　島
しま

　さゆり ３ 大字長倉 4280-5 S37.3.16 46-2135

12 土
つち

　屋
や

　好
よし

　生
お

３ 中軽井沢 4-1 S32.9.7 45-5327

13 佐
さ

　藤
とう

　幹
みき

　夫
お

３ 軽井沢 1-12 S32.6.19 42-2965

14 市
いち

　村
むら

　　　守
まもる

３ 大字長倉 1609-1 S25.7.7 45-6737

15 佐
さ

　藤
とう

　敏
とし

　明
あき

３ 大字発地 1398-84 S25.5.5 48-1011
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軽 井 沢 町 議 会 委 員 会 名 簿
令和元年５月７日現在

◎印‥委員長　　　○印‥副委員長

　　　　　　議長　　佐　藤　敏　明　　　　　　　　副議長　　土　屋　好　生

議
　
運

議 会 運 営 委 員 会
（５名）

◎市　村　　　守 ○遠　山　隆　雄 　押　金　洋　仁

　川　島　さゆり 　佐　藤　幹　夫

常
　
任
　
委
　
員
　
会

総 務 常 任 委 員 会
（８名）

◎遠　山　隆　雄 ○押　金　洋　仁 　眞　島　聡　子

　木　内　　　徹 　寺　田　和佳子 　佐　藤　幹　夫

　土　屋　好　生 　佐　藤　敏　明

社 会 常 任 委 員 会
（８名）

◎川　島　さゆり ○横須賀　桃　子 　福　本　　　修

　赤　井　信　夫 　中　澤　睦　夫 　利根川　泰　三

　市　村　　　守 　土　屋　好　生

予算決算常任委員会
（14 名）

◎押　金　洋　仁 ○寺　田　和佳子 　眞　島　聡　子

　福　本　　　修 　赤　井　信　夫 　中　澤　睦　夫

　木　内　　　徹 　利根川　泰　三 　遠　山　隆　雄

　横須賀　桃　子 　川　島　さゆり 　土　屋　好　生

　佐　藤　幹　夫 　市　村　　　守

広報広聴常任委員会
（８名）

◎横須賀　桃　子 ○寺　田　和佳子 　眞　島　聡　子

　中　澤　睦　夫 　木　内　　　徹 　押　金　洋　仁

　川　島　さゆり 　佐　藤　幹　夫

特
別
委
員
会

議 会 活 性 化
特 別 委 員 会

（７名）

◎寺　田　和佳子 ○押　金　洋　仁 　福　本　　　修

　赤　井　信　夫 　遠　山　隆　雄 　川　島　さゆり

　土　屋　好　生
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軽井沢町議会選出の議員及び各種審議会等委員一覧表
令和元年５月７日現在

役　　職　　名 人員 氏　　名

佐 久 広 域 連 合 議 会 議 員 ２ 土　屋　好　生　　佐　藤　敏　明

北 佐 久 郡 老 人 福 祉 施 設 組 合 議 会 議 員 ２ 赤　井　信　夫　　佐　藤　幹　夫

浅 麓 環 境 施 設 組 合 議 会 議 員 ３ 赤　井　信　夫　　木　内　　　徹
利根川　泰　三

浅 麓 水 道 企 業 団 議 会 議 員 ３ 寺　田　和佳子　　押　金　洋　仁
市　村　　　守

森 泉 山 財 産 組 合 議 会 議 員 １ 遠　山　隆　雄

佐久市・軽井沢町清掃施設組合議会議員 ４ 福　本　　　修　　寺　田　和佳子
遠　山　隆　雄　　横須賀　桃　子

佐 久 市・ 北 佐 久 郡 環 境 施 設 組 合 ４ 眞　島　聡　子　　押　金　洋　仁
佐　藤　幹　夫　　市　村　　　守

軽 井 沢 町 監 査 委 員 １ 利根川　泰　三

軽 井 沢 町 風 俗 審 議 会 委 員 １ 市　村　　　守

軽 井 沢 町 消 防 委 員 会 委 員 ３ 押　金　洋　仁　　土　屋　好　生
市　村　　　守

軽井沢国際親善文化観光都市計画審議会委員 １ 佐　藤　敏　明

軽 井 沢 町 上 水 道 計 画 審 議 会 委 員 ３ 中　澤　睦　夫　　横須賀　桃　子
佐　藤　幹　夫

軽井沢町国民健康保険軽井沢病院経営協議会委員 ２ 川　島　さゆり　　市　村　　　守

軽 井 沢 町 長 期 振 興 計 画 審 議 会 委 員 ４ 遠　山　隆　雄　　川　島　さゆり
土　屋　好　生　　佐　藤　敏　明

軽井沢町農業振興地域整備促進協議会委員 ２ 中　澤　睦　夫　　川　島　さゆり

軽 井 沢 町 自 然 保 護 審 議 会 委 員 ４ 福　本　　　修　　押　金　洋　仁
土　屋　好　生　　佐　藤　敏　明

軽 井 沢 町 住 宅 対 策 審 議 会 委 員 ２ 眞　島　聡　子　　木　内　　　徹

軽 井 沢 町 公 共 下 水 道 事 業 審 議 会 委 員 ２ 押　金　洋　仁　　遠　山　隆　雄

軽 井 沢 町 社 会 福 祉 協 議 会 理 事 １ 土　屋　好　生

軽 井 沢 町 社 会 福 祉 協 議 会 評 議 員 １ 川　島　さゆり

公益財団法人軽井沢大賀ホール評議員 １ 佐　藤　敏　明

公 益 財 団 法 人 軽 井 沢 大 賀 ホ ー ル 理 事 １ 市　村　　　守
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平成 31 年第１回軽井沢町議会定例会 1 月第 1 回会議

１ 月 会 議 解 説

付　議　事　件

30 軽井沢町告示第 53 号

月　日 曜日 会議名 内　　容 開議時間

１月 11 日 金 本会議 会期の決定、議案の上程、提案説明、質疑、討論、
表決 午後３時

議案番号 件　　　　　　　名 付託委員会 議決月日 審議結果

議　案
第 1 号

公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正
について 即　決 1/11 原案可決

議　案
第 2 号 平成 30 年度軽井沢町一般会計補正予算（第 5号） 即　決 1/11 原案可決

選　挙
第 1 号 北佐久郡老人福祉施設組合議会議員の選挙 即　決 1/11 指名推選

総務常任委員会副委員長の選任について 1/11 選　任

広報広聴常任委員会委員の補充選任について 1/11 選　任

軽井沢町公共下水道事業審議会委員の補充について 1/11 選　任

　平成 31 年１月 11 日に招集された会議において、平成 31 年第１回定例会の会期は４月 29 日ま
での 109 日間となりました。
　なお、１月第１回会議は会議期間１日の日程で開催し、提出された議案は、条例の一部改正１
件、補正予算１件で原案どおり可決しました。
　また、北佐久郡老人福祉施設組合議会議員の選挙、常任委員会副委員長・委員の選任、町審議
会委員の選任が行われました。

○条例の一部改正
　・公益的法人等への職員の派遣等に関する条例
　公益的法人等の業務の円滑な実施を可能なものにし、地域の振興、住民の生活の向上等に
関する町の諸施策の推進を図るため、職員を派遣できる公益的法人等の枠組みを規定し、公
益財団法人軽井沢大賀ホール、一般社団法人軽井沢観光協会を新設する改正を行うものです。

○平成 30 年度補正予算
　【一般会計補正予算（第５号）】
　　３億 1,633 万 5,000 円追加　　総額 137 億 6,330 万 9,000 円
　　歳入　ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金（国庫補助金）2,508 万 5,000 円の増　他
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　　歳出　小学校空調設備設置事業経費３億 2,000 万円の増　他

○北佐久郡老人福祉施設組合議会議員の選挙
　地方自治法第 118 条第２項の規定に基づき、議長の指名推選により寺田和佳子議員を選任し
ました。

○総務常任委員会副委員長の選任について
　軽井沢町議会委員会条例第８条第２項の規定に基づき、総務常任委員会の互選により利根川
泰三議員を選任しました。

○広報広聴常任委員会委員の補充選任について
　軽井沢町議会委員会条例第７条第４項の規定に基づき、議長の指名により利根川泰三議員を
選任しました。

○軽井沢町公共下水道事業審議会委員の補充について
　　議長の指名により利根川泰三議員を選任しました。
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平成 31 年第１回軽井沢町議会定例会３月会議

付　議　事　件
議案番号 件　　　　　　　名 付託委員会 議決月日 審議結果

議　案
第 3 号 戸籍に係る電子情報処理組織の事務の委託について 社会常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第 4 号 軽井沢町収入印紙等購買基金条例の制定について 社会常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第 5 号

G20 持続可能な成長のためのエネルギー転換と地球環境
に関する関係閣僚会合開催時における小型無人機の飛行
の禁止に関する条例の制定について

総務常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第 6 号

軽井沢町特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償
に関する条例の一部改正について 総務常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第 7 号

軽井沢町職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正に
ついて　　 総務常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第 8 号

軽井沢町国民健康保険診療施設の勤務医師の特殊勤務手
当に関する条例の一部改正について 総務常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第 9 号 軽井沢町水道事業給水条例の一部改正について 総務常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第10号 町営住宅家賃の権利の放棄について　　 社会常任委員会 3/12 原案可決

月　日 曜日 会議名 内　　容 開議時間

2月21日 木 本会議 議案の上程、提案説明 午前 10 時

2月25日 月 本会議 一般質問 午前 10 時

2月26日 火 本会議 一般質問 午後 10 時

2月27日 水
本会議 議案質疑・議案付託 午前 10 時

委員会 広報広聴常任委員会 午前 10 時 30 分

2月28日 木 委員会 議会活性化特別委員会 午前 10 時

3月	 1日 金 委員会 社会常任委員会 午前 10 時

3月	 4日 月 委員会 総務常任委員会 午前 10 時

3月	 5日 火 委員会 予算決算常任委員会（補正予算） 午前 10 時

3月	 6日 水 委員会 予算決算常任委員会（新年度予算） 午前 9時 30 分

3月	 7日 木 委員会 予算決算常任委員会（新年度予算） 午前 9時 30 分

3月	 8日 金 委員会 予算決算常任委員会（新年度予算） 午前 9時 30 分

3月12日 火 本会議 委員長報告、表決
議案の上程、提案説明、質疑、討論、表決 午前 10 時
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議案番号 件　　　　　　　名 付託委員会 議決月日 審議結果

議　案
第11号

軽井沢病院公用車の交通事故に係る損害賠償の額を定め
ること及びこれに伴う和解について　 社会常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第12号 町道の廃止について　 総務常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第13号 平成 30 年度軽井沢町一般会計補正予算（第 6号） 予算決算常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第14号

平成 30 年度軽井沢町国民健康保険事業勘定特別会計補正
予算（第 4号） 予算決算常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第15号 平成 30 年度軽井沢町駐車場特別会計補正予算（第 3号）　　予算決算常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第16号

平成 30 年度軽井沢町公共下水道事業特別会計補正予算　
（第 3号） 予算決算常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第17号

平成 30 年度軽井沢町農業集落排水事業特別会計補正予算
（第 3号） 予算決算常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第18号 平成 30 年度軽井沢町介護保険特別会計補正予算（第 3号）　予算決算常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第19号

平成 30 年度軽井沢町訪問看護事業特別会計補正予算
（第 3号） 予算決算常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第20号

平成 30 年度軽井沢町後期高齢者医療特別会計補正予算
（第 3号） 予算決算常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第21号 平成 30 年度軽井沢町水道事業会計補正予算（第 1号）　　　　予算決算常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第22号 平成 31 年度軽井沢町一般会計予算 予算決算常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第23号 平成 31 年度軽井沢町国民健康保険事業勘定特別会計予算　　　予算決算常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第24号 平成 31 年度軽井沢町駐車場特別会計予算 予算決算常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第25号 平成 31 年度軽井沢町公共下水道事業特別会計予算 予算決算常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第26号 平成 31 年度軽井沢町農業集落排水事業特別会計予算 予算決算常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第27号 平成 31 年度軽井沢町介護保険特別会計予算 予算決算常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第28号 平成 31 年度軽井沢町訪問看護事業特別会計予算 予算決算常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第29号 平成 31 年度軽井沢町後期高齢者医療特別会計予算 予算決算常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第30号 平成 31 年度軽井沢町水道事業会計予算　 予算決算常任委員会 3/12 原案可決

議　案
第31号

平成 31 年度軽井沢町国民健康保険軽井沢病院事業会計予
算　　　　　　　　　　　　　　　　 予算決算常任委員会 3/12 原案可決
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議案番号 件　　　　　　　名 付託委員会 議決月日 審議結果

議　案
第32号 水道料金等の権利の放棄について 総務常任委員会 3/12 原案可決

報　告
第 1 号

専決処分の報告について（平成 30 年度二酸化炭素排出抑
制対策事業町道塩沢中学校線消雪施設改修工事変更請負
契約の締結について）

報　告

諮　問
第 1 号 人権擁護委員候補者の推薦について 即　決 3/12 適　任

同　意
第 1 号 副町長の選任について 即　決 3/12 原案同意

発　委
第 1 号 軽井沢町議会委員会条例の一部改正について 即　決 3/12 原案可決

議会活性化特別委員会の報告について 報　告

３ 月 会 議 解 説
　平成 31 年３月会議は、２月 21 日に再開し、会議期間は３月 12 日までの 20 日間の日程で開催
しました。提出された議案は、事務の委託１件、条例の制定２件、条例の一部改正４件、その他
４件、補正予算９件、新年度予算 10 件を可決し、報告１件、人事案件２件でいずれも可決・同
意しました。また、議会側の条例の一部改正１件を可決し、議会活性化特別委員会の報告をしま
した。
　
○事務の委託
　・戸籍に係る電子情報処理組織の事務委託
　戸籍システム共同利用について、共同化を進めることで経費の節減が期待できることから
佐久地域定住自立圏を構成する３市５町４村の 12 市町村が参加して協議を進めてきたが、
今般協議が整い、2019 年 11 月１日の稼働を目指し、戸籍中央処理装置を南牧村に設置し、
その管理などの戸籍に係る電子情報処理組織の事務について、３市５町３村それぞれが南牧
村に委託することを規定するものです。

○条例の制定
　・収入印紙等購買基金条例
　長野県から町へ権限移譲により平成 31 年４月から一般旅券発給事務が開始されることに
伴い、旅券発給の申請の利便性の向上を図ることを目的に、旅券発給手数料の徴収のために
必要な収入印紙及び長野県収入証紙の売りさばきを行うことから、その事務を円滑に行える
ようにするため、本条例を制定するものです。

　
・Ｇ20持続可能な成長のためのエネルギー転換と地球環境に関する関係閣僚会合開催時にお

ける小型無人機の飛行の禁止に関する条例
　Ｇ 20 持続可能な成長のためのエネルギー転換と地球環境に関する関係閣僚会合開催時の
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対象地域の上空における小型無人機の飛行を禁止することにより、要人への危険を未然に防
止するとともに、会議の円滑な実施及び地域住民の安全確保に資するため、2019 年６月 12
日から 17 日までの６日間期間限定で制定をするものです。

○条例の一部改正
　・特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償に関する条例
　平成 30 年 12 月会議において、軽井沢町公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条
例の一部改正が行われ、審議会委員の委員に外部の知識経験者を加えた改正が行われたこと
から、指定管理者選定審議会の委員報酬を追加する改正を行うものです。

　・職員の特殊勤務手当に関する条例
　人事院規則の特殊勤務手当の一部改正により、夜間看護等手当の額が改正されたことから、
勤務の一部または全部が深夜に行われた勤務時間に係る支給されている夜間看護手当の額を
改正するものです。

　・国民健康保険診療施設の勤務医師の特殊勤務手当に関する条例
　労働安全衛生法の規定に基づき、職場における職員の安全と健康を確保するとともに、快
適な職場環境の形成をより一層促進するため、職員の健康管理等を行う産業医の機能強化を
図る必要があることから、当該産業医に特殊勤務手当を支給するための改正を行うものです。

　・水道事業給水条例
　４月から税関係のクレジット収納が開始されるに合わせ、上下水道料金の収納についても
クレジット収納を実施するため、当該収納に係る規定を改正するもののほか、水道法施行令
及び水道法施行規則の一部改正に伴い、布設工事監督者及び水道技術管理者の資格要件の改
正を行うものです。

○その他
　・町営住宅家賃の権利の放棄について
　町営住宅家賃等の滞納について、債務者死亡、相続人、相続放棄、保証人不明により債権
の回収が見込めず、時効期間が経過しても時効の援用がなければ債権は消滅することがない
ため、地方自治法の規定により支払い請求権の権利を放棄するものです。

　・軽井沢病院公用車の交通事故に係る損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解について
　・町道の廃止　１路線
　・水道料金等の権利の放棄について
　水道料金の未納期間は、平成 19 年１月、同年３月、同年 11 月及び平成 30 年３月となるが、
債務者死亡、相続人相続放棄により債権の回収が見込めず、時効期間が経過しても時効の援
用がなければ債権は消滅することがないため、地方自治法の規定により支払い請求権の権利
を放棄するものです。

○専決処分の報告
　・二酸化炭素排出抑制対策事業町道塩沢中学校線消雪施設改修工事変更請負契約の締結について

○平成 30 年度補正予算
　【一般会計（第６号）】
　　２億 2,460 万円増額　　総額 139 億 8,791 万円
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歳入　さわやか軽井沢ふるさと寄附金２億 9,188 万円の増、指定袋販売 1,200 万円の増　他
歳出　さわやか軽井沢ふるさと基金・元金分２億 9,188 万 4,000 円の増、下水道建設工事基金・

元金分４億円の増　他

　【国民健康保険事業勘定特別会計（第４号）】
　　3,652 万円減額　　総額 27 億 8,564 万 3,000 円

歳入　国民健康保険税医療給付費 1,694 万円の減、国民健康保険税後期高齢者支援金 616 万
円の減　他

歳出　出産育児一時金 840 万円の減、特定検診実施委託 380 万円の減　他

　【駐車場特別会計（第３号）】
　　500 万円減額　　総額１億 3,907 万 8,000 円

歳入　駐車場使用料 500 万円の減
歳出　駐車場清算機更新工事 42 万円の減、駐車場整備基金・元金分 300 万円の減　他

　【公共下水道事業特別会計（第３号）】
　　1,989 万 3,000 円減額　　総額７億 9,764 万 9,000 円

歳入　一般会計繰入金 2,720 万円の減他
歳出　公共下水道全体計画見直し他業務委託 201 万円の減、長寿命化土木建築工事 587 万円

の減　他

　【農業集落排水事業特別会計（第３号）】
　　181 万 1,000 円減額　　総額 5,983 万 5,000 円

歳入　一般会計繰入金 200 万円の減　他
歳出　発地処理区処理施設維持管理委託 36 万円の減　他

　【介護保険特別会計（第３号）】
　　3,388 万 7,000 円減額　　総額 15 億 8,235 万 4,000 円

歳入　支払基金交付金介護給付費交付金 1,225 万円の減、介護保険基金繰入金 1,500 万円の
減　他

歳出　訪問型サービス事業費負担金 356 万円の減、配食安否確認事業補助 130 万円の減　他

　【訪問看護事業特別会計（第３号）】
　　220 万円減額　　総額 4,582 万 5,000 円

歳入　訪問看護費収入 220 万円の減
歳出　臨時職員賃金 135 万円の減　他
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　【後期高齢者医療特別会計（第３号）】
　　26 万 1,000 円減額　　総額３億 1,048 万 7,000 円

歳入　事務費繰入金 26 万 1,000 円の減
歳出　自動連係サーバー借上料 20 万 6,000 円の減　他

　【水道事業会計（第１号）】
事業費用　1,150 万円の増額　　資本的支出 8,000 万円の減額

○平成 31 年度各会計予算
　10 会計の予算総額は、212 億 7,914 万円

　【一般会計】
　　125 億 5,000 万円

歳入　町税関係 90 億 4,520 万円、性質別構成比では自主財源 107 億 2,894 万円（85.5％）、
依存財源 18 億 2,106 万円（14.5％）

歳出　古紙類ストックヤード改修事業 2,376 万円、ごみ分別推進アプリ導入 24 万円、太陽
光発電システム導入促進事業1,600万円、二酸化炭素排出抑制対策議場２億5,800万円、
旧碓氷峠遊覧歩道整備事業 1,700 万円、鳥獣対策事業 5,718 万円、道路舗装補修事業
２億円、交通安全対策事業 1,798 万円、町内循環バス運行事業 5,520 万円、しなの鉄
道増便事業負担金 800 万円、路面除雪事業 3,240 万円、グリーンベルト設置事業 2,000
万円、タクシー利用券給付事業 222 万円、防災行政無線デジタル化事業 9,308 万円、
消防団装備品整備事業 766 万円、６次産業化推進事業 4,385 万円、インバウンド推進
事業 1745 万円、健康づくり事業 5814 万円、感染症予防事業 4,501 万円、風しん追加
的対策事業 554 万円、児童発達支援センター整備事業 450 万円、緊急通報システム事
業 155 万円、成人保健事業 5,087 万円、すこやかお出かけ利用券給付事業 2,400 万円、
母子保健事業 3,028 万円、軽井沢高等学校公設塾支援事業 1,943 万円、信大・東大連
携協定に基づく地域課題研究寄附講座開設事業 5,000 万円、ウィスラー市姉妹都市提
携 20 周年記念事業 200 万円、小・中学校 ICT環境整備事業 9,987 万円、英語指導助
手配置事業 2,080 万円、重要文化財旧三笠ホテル耐震補強・保存補修事業 1,692 万円、　　
室生犀星生誕 130 年特別企画展 79 万円、軽井沢 22 世紀風土フォーラム住民参画推進
事業 450 万円、軽井沢ゆうすげの集い事業 650 万円、多世代同居支援補助事業 2,500
万円、議会運営事業１億 3,576 万円、岩手県大槌町災害復興支援委託事業 500 万円、
コンビニ交付事業 988 万円、クレジットカード収納サービス 91 万円　他

　

　【国民健康保健事業勘定特別会計】
　　28 億 310 万円

歳入　国民健康保険税６億 5,468 万円、県支出金 19 億 482 万円　他
歳出　保険給付費 19 億 968 万円、国民健康保険事業費納付金８億 665 万円　他
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　【駐車場特別会計】
　　１億 3,207 万円

歳入　駐車場使用料	1 億 2,800 万円、前年度繰越金 400 万円　他
歳出　駐車場整備基金 8,106 万円　他

　【公共下水道事業特別会計】
　　７億 2,744 万円

歳入　下水道使用料	２億 9,500 万円、一般会計繰入金３億 7,000 万円　他
歳出　地方創生汚水処理施設管路施設工事 4,465 万円、軽井沢処理区浄化管理センター他維

持管理業務委託 7,194 万円　他

　【農業集落排水事業特別会計】
　　6,121 万円

歳入　施設使用料 820 万円、一般会計繰入金 5,150 万円　他
歳出　発地処理施設維持管理委託 791 万円、発地処理場施設補修工事 470 万円　他

　【介護保険特別会計】　
　　15 億 9,579 万円

歳入　介護保険料３億 6,590 万円、介護給付費交付金３億 8,178 万円　他
歳出　居宅介護サービス給付費５億 9,510 万円、施設介護サービス給付費３億 6,700 万円　

他

　【訪問看護事業特別会計】
　　4,000 万円

歳入　居宅介護等サービス費収入 2,000 万円、前年度繰越金 2,000 万円　他
歳出　居宅サービス事業費 1,004 万円　他

　【後期高齢者医療特別会計】
　　２億 9,813 万円

歳入　後期高齢者医療保険料２億 3,265 万円、保険基盤安定繰入金 4,562 万円　他
歳出　後期高齢者医療広域連合納付金２億 8,571 万円　他
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　【水道事業会計】
　　収益的支出６億 2,829 万円

収益的収入６億 9,474 万円、収益的支出６億 2,829 万円
収入の主なものは水道料金他６億 3,708 万円　他
支出の主なものは営業費用５億 8,439 万円　他

　【病院事業会計】
　　収益的支出 24 億 4,311 万円

収益的収入 29 億 8,739 万円、収益的支出 24 億 4,311 万円で
収入の主なものは医業収益 16 億 2,239 万円　他
支出の主なものは医業費用 23 億 7,623 万円　他

○人事案件
　・人権擁護委員候補者の推薦

　人権擁護委員に水澤貴文氏（峠町）、土屋一男氏（追分）を推薦することを適任と認めました。
　任期は、国からの委嘱をうけてから３年です。

　・副町長の選任
　　　副町長に栁澤宏氏（中軽井沢）の選任に同意しました。
　　　任期は、平成 31 年４月１日から平成 35 年３月 31 日までの４年間です。

○議会関係
　・議会委員会条例の一部改正
　委員会は委員長の許可を得たものが傍聴することが出来ることとなっていましたが、軽井
沢町議会基本条例の規定に鑑み、開かれた議会とするため、委員会を公開とする改正を行う
ものです。

　・議会活性化特別委員会の報告
　　１　設置の目的

　本委員会は、町民等の福祉向上のため、「身近で親しみのある議会」「信頼される議会」「開
かれた議会」を目指し、議会に求められている役割と機能の強化を図るため、第５次特別
委員会からの申し送り事項である住民福祉の根幹を追求する特別委員会の設置要望を踏ま
え、議会としてさらなる議会改革の活性化を検討するべく議長の命を受け、軽井沢町議会
委員会条例第５条の規定により、平成 29 年５月に第６次となる議会活性化特別委員会を
設置した。

　　２　調査事件
議会改革のさらなる活性化

　　３　調査項目
議会改革に伴う調査・研究

　　　　①議会 ICT化の充実
　　　　　・情報端末機器類の活用の検討
　　　　　・本会議ライブ中継の検討
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　　　　②議員相互間の自由討議
　　　　③議会からの政策提言
　　　　　・政策討論会開催の検討
　　　　④住民参加の充実
　　　　　・議場開放（議場コンサート開催）
　　　　　・主権者教育（こどもタウンミーティング開催）
　　　　⑤議会基本条例の検証
　　　　⑥規則及び申し合わせ事項等の見直し
　　　　⑦議員力及び議会力向上のための取り組み
　　　　　・議員研修の充実
　　　　　・広聴力の強化

　　４　委員会構成
平成 29 年５月１日設置

　　　※議長からさらなる議会改革活性化の命を受け設置

　　５　委員会開催日数　　　33 日

　　６　視察回数　１回（１カ所）
　　　・平成 29 年 10 月 20 日　長野県飯田市議会
　　　　　　　　　　　　　　（議会による行政評価及び政策　提言の取り組みについて）

　　７　調査活動報告
　多種多様な住民の意見を吸い上げ把握するためには、個々の議員力を基礎としたチーム
議会としての力が必要不可欠である。
　議会 ICT化については、委員会や本会議場で使用する端末機器の統一や、情報発信部
門をどこが担うのか本格的に研究を進めていくことを協議した。本会議ライブ中継は、さ
らに情報公開を進めるために必要であるが、行政側との協議もあるので引き続き研究して
いくこととした。
　議員相互間の自由討議については、すでに議案審議では行っているが、まだ十分とは
言えない。飯田市議会への視察を通して、今後は、各議員が意見を出しやすい環境作り、　　
委員長の采配も含め、どうしたら活発な自由討議ができ、合意形成に導けるかを調査研究
した。
　議会からの政策提言については、飯田市議会を視察し、当町議会では提言ありきで考え
るのではなく、「議会とまちづくりを語る会」「議員懇談会」等で出された問題点、要望等
で緊急性・必要性のある課題を政策提言につなげていくことについて協議した。
住民参加の充実については、初の議場コンサートを開催した。平成 30 年１月会議終了後
には、軽井沢ファミリーオーケストラの演奏、平成 31 年１月には太々神楽を議場で披露
し多くの方に来場していただいた。会議の傍聴もしていただき、アンケート結果でも初め

委	員	長 川島さゆり 委　　員 利根川泰三 委　　員 佐藤　敏明
副委員長 寺田和佳子 委　　員 横須賀桃子
委　　員 押金　洋仁 委　　員 土屋　好生
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て議場に足を運んだ方も多数いたことがうかがえた。また、「こどもタウンミーティング」
と称し、小学校５・６年生への主権者教育授業を初めて開催することができた。議会の役
割を知ってもらうことや、自分の意見と他者の意見を比較し、話し合う中から合意形成を
図ることを学んでもらうという目的に対し、一定の成果を得ることができた。
　議会基本条例の検証については、住民への情報公開の観点から委員会の傍聴の取り扱い
について、議会基本条例と委員会条例を照らし合わせ協議し、議会運営委員会に投げか　　
けた。
　規則・申し合わせ事項等の見直しについても、各種審議会、各種団体への参画の原則辞
退について協議し、議会運営委員会へ投げかけた。
　議員力・議会力向上のための取り組みについては、「こどもタウンミーティング」の開
催に向けて、ファシリテーターの研修を受けた。広聴力の強化では、議員懇談会等、今ま
で以上に住民の中に入り、意見を聞く機会を増やし広聴力の強化を図ることとし、ワーク
ショップ等におけるファシリテーターの研修を全議員が受けることについて、広報広聴常
任委員会へ投げかけた。
　議会活性化特別委員会は、委員７名の全てが１期目、２期目の議員で構成されており、
議会改革は住民福祉につながるとの理念のもと、新しい企画にも挑戦し改革を進めてきた。
毎月１回委員会を開催し、その他にも必要に応じて分科会を開催するなど、活発な自由討
議を経てチーム力で新企画を提案し調査研究を行うことで、本委員会の任務を成し遂げる
ことができた。
　調査項目の①から⑦については、今後引き続き研究していく必要がある。（調査項目別
の詳細については、次頁【調査項目の現状・具体的な取り組み・課題一覧】のとおり）
議会改革について視察、研修、講演会等で学んできたが、「今後も改革の灯を止めない」「持
続性のある改革を進める」ためにも、引き継ぎ事項をまとめ、　次のリーダーが受け継ぐ
サイクルを確立させていくことは大変重要である。
　次期体制においても、住民福祉のために特別委員会を設置し、引き続き議会活性化に取
り組むことを切に願い、本委員会の報告とする。
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調査項目 現状・具体的取り組み 課　　題

①議会ICT化の充実

・本会議ライブ中継の検討
・委員会での決定事項を議会運営
委員会にかけることなく、議長
判断で議会ホームページに掲載
が可能になった。

・機器の使用は各委員長に委ねら
れているので、委員会ごと、活用
具合が異なる状況がある。
・議会ホームページを担当する部
署を検討する必要がある。

②議員相互間の自由討議

・議案審議や政策提言への取り組
みの際には、議員同士の自由討
議や意見の共有はできてきてい
る。　　　　　　　　　　　　

・議員同士が自由に意見を言える
雰囲気作りは各常任委員会にお
ける委員長の采配が影響する。
多くの意見が出る会議の進め方
についての研究・研修を充実さ
せる必要がある。

③議会からの政策提言

・各常任委員会が所管事務調査を
充実させ、提言へと結びつけよ
うとしている。
・各常任委員会からの政策提言に
関して全員協議会にはかり、自
由討議している。

・「議会とまちづくりを語る会」、
各種団体との懇談会等で出され
た意見を踏まえ、緊急性・必要
性の観点から提言につなげられ
るものを探していく必要があ
る。

④住民参加の充実

・議場を開放したコンサート（来
場者56名）や神楽鑑賞会（来場
者30名）の開催。　
・主権者である小学生との「こど
もタウンミーティング」を開催。

・議場コンサート及び「こどもタ
ウンミーティング」を継続し、
幅広い住民参画を模索していく
必要がある。

⑤議会基本条例の検証

・委員会の傍聴の規定を議会基本
条例と委員会条例を照らし合わ
せ、精査し議会運営委員会へ投
げかけた。

・社会情勢の変化、町民等の意見
を踏まえ、改正していく必要が
ある。

⑥規則及び申し合わせ
　事項等の見直し

・各種審議会への議員の派遣、各
種団体役員への就任は避けるべ
きとの意見を議会運営委員会へ
投げかけた。

・社会情勢の変化等に合わせ改正
していく必要がある。

⑦議員力・議会力向上の
　ための取り組み

・「こどもタウンミーティング」
に必要なスキルとしてファシリ
テーターの研修を受けた。
・「議会とまちづくりを語る会」
や各種団体との懇談会の充実の
ため、全議員へのファシリテー
ション研修を広報広聴常任委員
会主導で企画するよう投げかけ
た。

・「議会とまちづくりを語る会」
や各種団体との懇談会で住民か
らの意見聴取を充実させるため
には、議員が運営の仕方を学ぶ
必要がある。

　【調査項目の現状・具体的取り組み・課題一覧】
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　　８　調査の経過

開　催　日 調　査　事　項 概　　　要

平成29年５月１日

・正副委員長の互選 ・委員（７名）
　（委員会条例第５条）
・川島さゆり委員長
・寺田和佳子副委員長

平成29年６月９日
・所管事務調査について
・視察研修について

・第５次議会活性化特別委員会の調査報告
引き継ぎ事項について協議

・視察先を「飯田市議会」に決定

平成29年６月29日

・所管事務調査について
・視察研修について
・議員研修について

・飯田市議会への視察研修事項について協
議

・７月８日開催の議員研修会での質問事項
等について協議

平成29年７月28日
・所管事務調査について ・議場開放の方法について協議

・小中学生への議会からの主権者教育につ
いて協議

平成29年８月17日
・所管事務調査について ・議場開放の方法について協議

・小中学生への議会からの主権者教育につ
いて協議

平成29年９月７日

・所管事務調査について
・視察研修について

・議場開放として議場でのコンサートを軽
井沢ファミリーオーケストラに依頼する
ことに決定

・飯田市議会への視察質問事項の取りまと
め

平成29年10月20日
・議会運営委員会・議会活性化特別
委員会合同視察

・飯田市議会視察研修
　（議会による行政評価について、政策　提
言の取り組みについて）

平成29年10月25日
・飯田市議会視察研修報告について
・所管事務調査について

・飯田市議会への視察報告書について協議
・議場コンサートの周知方法等について協
議

平成29年11月13日
・視察研修報告について
・所管事務調査について

・飯田市議会視察報告書まとめ
・議場コンサートでのアンケート方法につ
いて協議

平成29年12月14日

・議場の開放について
・小中学校への議会からの主権者教
育について

・閉会中の継続審査の申し出につい
て

・議場コンサートタイムスケジュールの確
認

・アンケート内容の確認
・閉会中の継続審査申し出事項を「議会活
性化に関する事項」とする

平成30年１月24日
・第５次議会活性化特別委員会引き
継ぎ事項について

・第５次活性化特別委員会からの引き継ぎ
事項の進捗状況について確認

・議場コンサートアンケート結果の報告
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開　催　日 調　査　事　項 概　　　要

平成30年２月13日

・第５次議会活性化特別委員会引き
継ぎ事項について

・規則・申し合わせ事項の見直しに
ついて

・議場開放について

・第５次活性化特別委員会からの引き継ぎ
事項について協議

・規則・申し合わせ事項について、見直し
項目について協議

・議場開放について、毎年１回、１月会議後
にコンサート等の開催をしていくことを
決定

平成30年３月８日

・第５次議会活性化特別委員会引き
継ぎ事項について

・規則・申し合わせ事項の見直しに
ついて

・引き継ぎ事項の精査
・主権者教育について「こどもタウンミー
ティング」と称し、全員協議会で説明、進
めていくこととなる

平成30年４月11日

・主権者教育について
・規則・申し合わせ事項の見直しに
ついて

・「こどもタウンミーティング」の日程の確
認

・申し合わせ事項の「各種審議会等への就
任」について、研究していくことを確認

平成30年５月11日 ・主権者教育について ・「こどもタウンミーティング」について打
ち合わせ

平成30年６月８日 ・主権者教育について ・「こどもタウンミーティング」について打
ち合わせ

平成30年７月４日 ・主権者教育について ・「こどもタウンミーティング」について打
ち合わせ

平成30年７月10日
・主権者教育について ・「こどもタウンミーティング」について

打ち合わせを行い、その後ファシリテー
ター研修会を開催

平成30年７月30日 ・主権者教育について ・「こどもタウンミーティング」について打
ち合わせ

平成30年８月28日 ・主権者教育について ・「こどもタウンミーティング」について打
ち合わせ

平成30年９月６日 ・主権者教育について ・「こどもタウンミーティング」リハーサル
・各小学校との事前打ち合わせ日程調整

平成30年９月７日 ・主権者教育の事前打ち合わせ ・中部、西部小学校にて打ち合わせ

平成30年９月10日 ・主権者教育の事前打ち合わせ ・東部小学校にて打ち合わせ

平成30年９月11日 ・主権者教育について ・「こどもタウンミーティング」についてリ
ハーサルを実施

平成30年10月３日 ・「こどもタウンミーティング」　
　中部小学校

・６年生３クラス　90名

平成30年10月４日 ・「こどもタウンミーティング」　
　東部小学校

・５年生１クラス　25名
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開　催　日 調　査　事　項 概　　　要

平成30年10月９日 ・「こどもタウンミーティング」　
　西部小学校

・６年生２クラス　51名

平成30年10月24日
・主権者教育について
・議場コンサートについて
・申し送り事項等について

・学校側へのアンケート調査について協議
・第２回目の議場開放を「神楽」で進めてい
くことに決定

平成30年11月14日
・議場コンサートについて
・申し送り事項等について

・議場コンサート（神楽）の演目・周知方法
について協議

・調査報告（案）について協議

平成30年12月６日
・議場コンサートについて
・申し送り事項等について
・継続審査の申し出について

・議場コンサート（神楽）の運営等について
協議

・調査報告（案）について協議

平成31年１月28日
・申し送り事項等について
・委員会条例等の見直しについて

・調査報告（案）について協議
・傍聴の取り扱いについて、議会基本条例
と委員会条例を照らし合わせ協議

平成31年２月７日
・申し送り事項等について
・委員会条例等の見直しについて

・調査報告（案）について協議
・傍聴の取り扱いについて、議会基本条例
と委員会条例を照らし合わせ協議

平成31年２月28日 ・議会活性化特別委員会
　調査報告書の提出について

・議会活性化特別委員会調査報告書（案）に
ついて最終協議

平成 15 年	 6 月	 6 日〜平成 16 年 12 月 14 日（第 1次）
平成 21 年	 6 月	 8 日〜平成 23 年		4 月 29 日（第 2次）
平成 23 年	 5 月	 2 日〜平成 25 年		4 月 19 日（第 3次）
平成 25 年	 5 月	 1 日〜平成 27 年		3 月 17 日（第 4次）
平成 27 年	 5 月	 1 日〜平成 29 年		3 月 15 日（第 5次）
平成 29 年	 5 月	 1 日〜平成 31 年		3 月 12 日（第 6次）
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31 軽井沢町告示第 25 号

令和元年第２回軽井沢町議会定例会５月第１回会議

付　議　事　件
議案番号 件　　　　　　　名 付託委員会 議決月日 審議結果

選　挙
第 1 号 議長の選挙 5/7 指名推選

選　挙
第 2 号 副議長の選挙 5/7 選　　挙

総務常任委員会及び社会常任委員会の委員の選任につい
て 5/7 選　　任

予算決算常任委員会及び広報広聴常任委員会の委員の選
任について 5/7 選　　任

議会運営委員会委員の選任について 5/7 選　　任

議会活性化特別委員会の設置及び委員の選任について 5/7 設置･選任

選　挙
第 3 号 佐久広域連合議会議員の選挙 5/7 指名推選

選　挙
第 4 号 北佐久郡老人福祉施設組合議会議員の選挙 5/7 指名推選

選　挙
第 5 号 浅麓環境施設組合議会議員の選挙 5/7 指名推選

選　挙
第 6 号 浅麓水道企業団議会議員の選挙 5/7 指名推選

選　挙
第 7 号 森泉山財産組合議会議員の選挙 5/7 指名推選

選　挙
第 8 号 佐久市・軽井沢町清掃施設組合議会議員の選挙 5/7 指名推選

選　挙
第 9 号 佐久市・北佐久郡環境施設組合議会議員の選挙 5/7 指名推選

各種審議会等委員の推薦について 5/7 推　　薦

軽井沢町社会福祉協議会理事及び評議員の推薦について 5/7 推　　薦

公益財団法人軽井沢大賀ホール評議員及び理事の推薦に
ついて 5/7 推　　薦

月　日 曜日 会議名 内　　容 開議時間

５月７日 火 本会議 会期の決定、議長の選挙等、議案の上程、提案説明、
質疑、討論、表決 午前 10 時
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議案番号 件　　　　　　　名 付託委員会 議決月日 審議結果

議　案
第33号 軽井沢町町税条例の一部改正について 即　決 5/7 原案可決

議　案
第34号 軽井沢町介護保険条例の一部改正について 即　決 5/7 原案可決

議　案
第35号 令和元年度軽井沢町一般会計補正予算（第 1号） 即　決 5/7 原案可決

議　案
第36号 令和元年度軽井沢町介護保険特別会計補正予算（第 1号） 即　決 5/7 原案可決

同　意
第 2 号 監査委員の選任について 即　決 5/7 同　　意

同　意
第 3 号 風俗審議会委員の選任について 即　決 5/7 同　　意

報　告
第 2 号

専決処分の報告について（軽井沢町町税条例等の一部改
正について） 5/7 報　　告

報　告
第 3 号

専決処分の報告について（軽井沢町国民健康保険税条例
の一部改正について） 5/7 報　　告

議員派遣について 5/7 原案可決

５ 月 第 １ 回 会 議 解 説
　令和元年５月７日に召集された議会において、令和元年第２回定例会は、12 月 20 日までの
228 日間となりました。５月会議については、会議期間１日の日程で開催しました。
　この議会は、４月 21 日に執行された一般選挙後の初めての議会で、議長、副議長の選挙をは
じめ各常任委員会、特別委員会の選任、一部事務組合議会議員の選挙、各種審議会等委員の推薦
を行いました。
　提出された議案は、条例の一部改正２件、補正予算２件、人事案件２件をいずれも原案のとお
り可決・同意し、報告２件を受けました。

○議長の選挙について
　地方自治法第 118 条第 2項の規定により、臨時議長の指名推選により佐藤敏明議員が当選し就
任しました。

○副議長の選挙について
　選挙の投票により、土屋好生議員が当選し就任しました。

○各常任委員会委員の選任について
　総務・社会・予算決算・広報広聴の４常任委員会の委員は、軽井沢町議会委員会条例第７条第
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４項の規定により議長の指名で別記のとおり選任しました。
　（３ページ参照）

○議会運営委員会委員の選任について
　軽井沢町議会委員会条例第７条第４項の規定により議長の指名で別記のとおり選任しました。
　（３ページ参照）

○議会活性化特別委員会の設置及び委員の選任について
　軽井沢町議会委員会条例第５条の規定により議会活性化特別委員会を設置し、軽井沢町議会委
員会条例第７条第４項の規定により議長の指名で別記のとおり選任しました。
　（３ページ参照）

○一部事務組合議員の選挙について
　各組合議会議員の選挙は、地方自治法第 118 条第２項の規定により議長の指名推選により別記
のとおり当選しました。
　（４ページ参照）

○各種審議会等委員について
　各種審議会等委員は、議長の指名により別記のとおり選任しました。
　（４ページ参照）

○軽井沢町社会福祉協議会理事及び評議員について
　軽井沢町社会福祉協議会理事及び評議員については、議長の指名により別記のとおり推薦しま
した。
　（４ページ参照）

○公益財団法人軽井沢大賀ホール評議員及び理事について
　公益財団法人軽井沢大賀ホール評議員及び理事については、議長の指名により別記のとおり推
薦しました。
　（４ページ参照）

○条例の一部改正
　・町税条例
　個人町民税の寄附金税額控除（ふるさと納税に係る寄附金控除）について、総務大臣が指
定する都道府県等に対する寄附金を特例控除の対象とする改正を行うものです。

　・町介護保険条例
　低所得者の保険料のさらなる軽減強化を図るため、平成 31 年度から令和２年度までの第
１号被保険者（第１段階から第３段階までに限る）の保険料を軽減する改正を行うものです。

○人事案件
　軽井沢町監査委員、風俗審議会委員の選任について同意しました。
　・軽井沢町監査委員：利根川泰三氏 ( 任期	令和元年 5月 7日から令和 3年 4月 30 日 )
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　・軽井沢町風俗審議会委員：市村　守氏 ( 任期	令和元年 5月 7日から令和 3年 4月 30 日 )

○令和元年度補正予算
　【一般会計（第１号）】
　　5,128 万 8,000 円追加　　総額 126 億 128 万 8,000 円

歳入　低所得者保険料軽減費負担金（国庫）415 万 9,000 円の増、低所得者保険料軽減費負
担金（県）207 万 9,000 円の増、プレミアム付商品券事業補助金（国庫）4,505 万円の
増

歳出　介護保険特別会計繰出金 831 万 8,000 円の増、プレミアム付商品券事業費 4,505 万円
の増

　【介護保険特別会計（第１号）】
　　歳出内補正　　総額 15 億 9,579 万 1,000 円

○専決処分の報告
　・町税条例等の一部改正について
　・国民健康保険税条例の一部改正について
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令和元年第２回軽井沢町議会定例会６月会議

付　議　事　件
議案番号 件　　　　　　　名 付託委員会 議決月日 審議結果

議　案
第37号 軽井沢町森林環境整備基金条例の制定について　　　 総務常任委員会 6/13 原案可決

議　案
第38号

軽井沢町災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正に
ついて　　　　　　　　　　　　　　　　 社会常任委員会 6/13 原案可決

議　案
第39号

平成 31 年度電源立地地域対策交付金事業小型動力ポンプ
積載車購入契約の締結について 総務常任委員会 6/13 原案可決

議　案
第40号

平成 30 年度国補町内小学校普通教室他空調設備設置工事
請負契約の締結について 社会常任委員会 6/13 原案可決

議　案
第41号

軽井沢町国民健康保険軽井沢病院における医療過誤に係
る損害賠償の額を定めることについて　　 社会常任委員会 6/13 原案可決

議　案
第42号 町道の廃止について 総務常任委員会 6/13 原案可決

議　案
第43号 町道の認定について 総務常任委員会 6/13 原案可決

議　案
第44号 令和元年度軽井沢町一般会計補正予算（第 2号） 予算決算常任委員会 6/13 原案可決

議　案
第45号

令和元年度軽井沢町国民健康保険事業勘定特別会計補正
予算（第 1号） 予算決算常任委員会 6/13 原案可決

月　日 曜日 会議名 内　　容 開議時間

5月31日 金 本会議 議案の上程、提案説明 午前 10 時

6月	 3日 月 本会議 一般質問 午前 10 時

6月	 4日 火 本会議 一般質問 午前 10 時

6月	 5日 水
本会議 議案質疑・議案付託 午前 10 時

委員会 広報広聴常任委員会 午前 10 時 30 分

6月	 6日 木 委員会 議会活性化特別委員会 午前 10 時

6月	 7日 金 委員会 社会常任委員会 午前 10 時

6月10日 月 委員会 総務常任委員会 午前 10 時

6月11日 火 委員会 予算決算常任委員会 午前 10 時

6月13日 木 本会議 委員長報告、表決
議案の上程、提案説明、質疑、討論、表決 午前 10 時
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議案番号 件　　　　　　　名 付託委員会 議決月日 審議結果

同　意
第 4 号 固定資産評価審査委員会委員の選任について　 即　決 6/13 同　意

同　意
第 5 号 風俗審議会委員の選任について　 即　決 6/13 同　意

報　告
第 4 号

平成 30 年度軽井沢町一般会計繰越明許費繰越計算書の報
告について　　　　　　　　　　　　　　 報　告

報　告
第 5 号

平成 30 年度軽井沢町公共下水道事業特別会計繰越明許費
繰越計算書の報告について　　　　　　　 報　告

報　告
第 6 号 一般社団法人軽井沢町振興公社の経営状況について　 報　告

報　告
第 7 号 公益財団法人軽井沢大賀ホールの経営状況について 報　告

陳　情
第 2 号

辺野古新基地建設の即時中止と、普天間基地の沖縄県外・
国外移転について、国民的議論により、民主主義及び憲
法に基づき公正に解決するべきとする意見書の採択を求
める陳情

総務常任委員会 6/13 採　択

陳　情
第 3 号

国の責任による 35 人学級推進と、教育予算の増額を求め
る陳情書 社会常任委員会 6/13 採　択

陳　情
第 4 号 義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充を求める陳情書 社会常任委員会 6/13 採　択

陳　情
第 5 号

辺野古新基地建設の即時中止と、普天間基地の沖縄県外・
国外移転について、国民的議論により、民主主義及び憲
法に基づき公正に解決するべきとする意見書の採択を求
める陳情

総務常任委員会 6/13 採　択

発　委
第 2 号 新たな過疎対策法の制定に関する意見書の提出について 即　決 6/13 原案可決

発　委
第 3 号

辺野古新基地建設の即時中止と、普天間基地の沖縄県外・
国外移転について、国民的議論により、民主主義及び憲
法に基づき公正に解決するべきとする意見書の提出につ
いて

即　決 6/13 原案可決

発　委
第 4 号

国の責任による 35 人学級推進と、教育予算の増額を求め
る意見書の提出について 即　決 6/13 原案可決

発　委
第 5 号

義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充を求める意見書の
提出について 即　決 6/13 原案可決

議員派遣について 即　決 6/13 原案可決
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６ 月 会 議 解 説
　令和元年６月会議は、５月 31 日に再開し、会議期間は６月 13 日まで 14 日間の日程で開催し
ました。
　提出された議案は、条例の制定１件、条例の一部改正１件、契約の締結２件、町道の廃止１件、
町道の認定１件、その他１件、補正予算２件、人事案件２件でいずれも可決等をし、振興公社、
大賀ホールの経営状況についてなど４件の報告がありました。議会関係では、陳情４件を審査し、
４件を採択としました。また、発委で意見書４件を提出し原案可決となり、関係機関へ送付しま
した。
　
○条例の制定
　・町森林環境整備基金条例
　森林の有する地球温暖化、水源涵養及びその他の公益的機能を維持することを目的に森林
環境譲与税及び森林環境税が創設されたことに伴い、創設された森林環境譲与税を税源とし、
当町における森林整備及びその促進に要する経費の財源に充てるため本条例を制定するもの
です。

○条例の一部改正
　・町災害弔慰金の支給等に関する条例
　災害弔慰金の支給等に関する法律の一部改正により、災害援護資金の貸付利率について市
町村が条例で定めることとされたことから、災害援護資金の貸し付けに係る利率について、
保証人がいる場合は無利子とし、保証人がいない場合は年 1.5 パーセント、また、償還方法
を現行の年賦償還のほかに半年賦償還と月賦償還を加える改正を行うものです。

○契約の締結
　・平成 31 年度電源立地地域対策交付金事業小型動力ポンプ積載車購入契約
　消防団第 11 部茂沢で現在使用している積載車が平成 11 年度購入から 20 年が経過したこ
とにより、車両の老朽化やエンジン性能が低下し、災害時の活動に支障を来すことのないよ
う更新したく、電源立地地域対策交付金を受け、地域における消防力の充実、強化を図るた
め購入するものです。

　　　　　契約の金額	 719 万 2,800 円
　　　　　契約の相手方	 長野県上田市秋和 540 番地 14
	 株式会社北信ポンプ
	 代表取締役社長　西沢　雅弘　
　　　　　納 入 期 限	 令和元年 12 月 20 日

　・平成 30 年度国補町内小学校普通教室他空調設備設置工事請負契約
　平成 31 年１月会議に補正予算を計上した空調設備工事費であり、東部小学校の設置台数
は、14 部屋 15 台。中部小学校の設置台数は、24 部屋 25 台。西部小学校の設置台数は、18
部屋 19 台で、合計 56 部屋へ 59 台の空調設備を設置するもののほか、各小学校の高圧受電
設備の増設工事を行うものです。
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　　　　　契約の金額　　１億 1,307 万 6,000 円
　　　　　契約の相手方　　上田市芳田 1819 －９
　　　　　　　　　　　　　　株式会社マナテック　上田支店
　　　　　　　　　　　　　　執行役員支店長　前島　繁治
　　　　　工　　　　期　　令和２年３月 25 日

○令和元年度補正予算
　【一般会計補正予算（第２号）】
　　4,911 万 2,000 円追加　　総額　126 億 5,040 万円

歳入　森林環境譲与税 309 万 9,000 円の増、さわやか軽井沢ふるさと寄附金 232 万 9,000 円
の増　他

歳出　県工事割負担金 1,520 万円の増、湯川橋架替工事修正設計委託料 750 万円の増　他

　【国民健康保険事業勘定特別会計補正予算（第１号）】
　　46 万 1,000 円追加　　総額 28 億 355 万 4,000 円

歳入　一般会計繰入金 46 万 1,000 円の増
歳出　一般被保険者医療給付費 952 万 9,000 円の増、介護納付金分 280 万 7,000 円の増　他

○その他
　・医療過誤に係る損害賠償の額を定めることについて
　・町道の廃止　　４路線
　・町道の認定　　１路線
　・平成 30 年度一般会計繰越明許費繰越計算書の報告

小学校空調設備設置事業	他４件
合計金額３億6,940万円、翌年度繰越額３億6,867万7,200円、財源内訳は一般財源１億8,881
万 2,200 円、未収入特定財源国庫支出金１億 7,986 万 5,000 円

　・平成 30 年度公共下水道事業特別会計繰越明許費繰越計算書の報告
公共下水道全体計画区域見直し事業
金額 550 万円、翌年度繰越額 523 万 6,000 円、一般財源 323 万 6,000 円、未収入特定財源
国庫支出金 200 万円

　・一般社団法人軽井沢町振興公社の経営状況について
　・公益財団法人軽井沢大賀ホールの経営状況について

○人事案件
　・固定資産評価審査委員会委員の選任について

固定資産税評価審査委員に上原耕実氏（鳥井原）を再任することに同意しました。
任期は、令和元年７月 10 日から令和４年７月９日までの３年間です。

　・風俗審議会委員の選任について
風俗審議会委員に下記の者を選任することに同意しました。
饗場晴雄氏、荒木クミ子氏、市村　守氏、岩井袈裟次氏、金澤明美氏、小坂壮太郎氏、土
屋芳春氏、平澤セツ子氏、松木康夫氏、米澤美津子氏
任期は、令和元年６月 30 日から令和３年６月 29 日までの２年間です。
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○陳情

○議会関係
　・新たな過疎対策法の制定に関する意見書
　「過疎地域自立促進特別措置法」が令和３年３月末に失効することから、過疎地域が、そ
こに住み続ける住民にとって安心・安全に暮らせる地域として健全に維持されることは、同
時に、都市をも含めた国民全体の安心・安全な生活に寄与するものである。引き続き総合的
な過疎対策を充実強化させることが必要であることから、新たな過疎対策法の制定を強く要
望し意見書を提出しました。

　　　提出先　　内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、農林水産大臣、国土交通大臣

・辺野古新基地建設の即時中止と、普天間基地の沖縄県外・国外移転について、国民的議論に
　より、民主主義及び憲法に基づき公正に解決するべきとする意見書
　2019 年 2 月、沖縄県による辺野古新基地建設に伴う埋め立ての賛否を問う県民投票で、
投票総数の 7割以上が反対の意思を示した。公正な民主主義にのっとり、沖縄県民の民意に
沿った解決を緊急におこなう必要がある。また、普天間基地の代替施設が必要か否かは国民
全体で議論するべき問題であることから、公正で民主的な手続きにより解決することを強く
要請し意見書を提出しました。

　　　提出先　衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、内閣官房長官、外務大臣、防衛大臣、
　　　　　　　国土交通大臣、総務大臣、内閣府特命担当大臣（沖縄及び北方対策）

　・国の責任による３５人学級推進と、教育予算の増額を求める意見書
　長野県では、平成 25 年度に 35 人学級を中学校 3年生まで拡大し、小中学校全学年で 35
人学級となったが、義務標準法の裏付けがないため財政的負担は大きく、課題も多く残され
ている。児童生徒数が少ない市町村においてもゆきとどいた教育が実現するため、国の責任
において義務標準法改正を含む教職員定数改善計画を早期に策定し、着実に実行するための
教育予算の増額を求め、意見書を提出しました。　

　　　提出先　　衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、文部科学大臣、総務大臣

陳情件名 陳情者 審査結果

辺野古新基地建設の即時中止と、普天間基地の沖縄県
外・国外移転について、国民的議論により、民主主義
及び憲法に基づき公正に解決するべきとする意見書の
採択を求める陳情

沖縄県那覇市銘苅 1丁目 3番 36 号
ハピネス新都心Ⅱ 302 号
「新しい提案」実行委員会
　代表　安里　長従

採　択

国の責任による 35 人学級推進と、教育予算の増額を
求める陳情書

軽井沢町軽井沢 1249
軽井沢町教職員組合
代表　市川　昇

採　択

義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充を求める陳情書
軽井沢町軽井沢 1249
軽井沢町教職員組合
代表　市川　昇

採　択

辺野古新基地建設の即時中止と、普天間基地の沖縄県
外・国外移転について、国民的議論により、民主主義
及び憲法に基づき公正に解決するべきとする意見書の
採択を求める陳情

東京都新宿区四谷 2丁目 8番地
全国青年司法書士協議会
会長　半田　久之

採　択
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　・義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充を求める意見書
　平成 18 年「三位一体」改革の議論の中で、義務教育費国庫負担制度は堅持されたものの、
地方財政を圧迫する状況が続いており、今のままでは、財政規模の小さな県では十分な教育
条件整備ができず、教育の地方格差の拡大が懸念される事態になっている。2020 年度予算
編成において、教育の機会均等とその水準の維持向上のために必要不可欠な義務教育費国庫
負担制度を堅持し、負担率を２分の１に復元することを求め、意見書を提出しました。

　　　提出先　　衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、文部科学大臣、総務大臣
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令和元年第２回軽井沢町議会定例会９月会議

付　議　事　件
議案番号 件　　　　　　　名 付託委員会 議決月日 審議結果

議 	 案
第46号

軽井沢町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する
条例の制定について 総務常任委員会 9/19 原案可決

議　案
第47号

軽井沢町一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関
する条例の制定について 総務常任委員会 9/19 原案可決

議　案
第48号

社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革
を行うための消費税法の一部を改正する等の法律及び社
会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を
行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する
法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定に
ついて

総務常任委員会 9/19 原案可決

議　案
第49号

軽井沢町特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償
に関する条例の一部改正について 総務常任委員会 9/19 原案可決

議　案
第50号 軽井沢町町税条例の一部改正について 総務常任委員会 9/19 原案可決

月　日 曜日 会議名 内　　容 開議時間

8月29日 木 本会議 議案の上程、提案説明 午前 10 時

9月	 2日 月 本会議 一般質問 午前 10 時

9月	 3日 火 本会議 一般質問 午前 10 時

9月	 4日 水
本会議 議案質疑・議案付託 午前 10 時

委員会 広報広聴常任委員会 午前 10 時 50 分

9月	 5日 木 委員会 議会活性化特別委員会 午前 10 時

9月	 6日 金 委員会 社会常任委員会 午前 10 時

9月	 9日 月 委員会 総務常任委員会 午前 10 時

9月10日 火 委員会 予算決算常任委員会 午前 10 時

9月11日 水 委員会 予算決算常任委員会 午前 9時

9月12日 木 委員会 予算決算常任委員会 午前 9時

9月13日 金 委員会 予算決算常任委員会 午前 9時

9月17日 火 委員会 予算決算常任委員会 午前 9時

9月19日 木 本会議 委員長報告、表決、決算認定
議案の上程、提案説明、質疑、討論、表決 午前 10 時
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議案番号 件　　　　　　　名 付託委員会 議決月日 審議結果

議 案
第51号

軽井沢町印鑑登録及び証明に関する条例の一部改正につ
いて 社会常任委員会 9/19 原案可決

議 案
第52号

軽井沢町災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正に
ついて 社会常任委員会 9/19 原案可決

議 案
第53号 軽井沢町保育所保育料徴収条例の一部改正について 社会常任委員会 9/19 原案可決

議 案
第54号

軽井沢町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準
を定める条例の一部改正について 社会常任委員会 9/19 原案可決

議 案
第55号

軽井沢町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の
運営に関する基準を定める条例の一部改正について 社会常任委員会 9/19 原案可決

議 案
第56号

軽井沢町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関す
る基準を定める条例の一部改正について 社会常任委員会 9/19 原案可決

議 案
第57号

軽井沢町子どものための教育・保育給付に係る利用者負
担額を定める条例の全部改正について 社会常任委員会 9/19 原案可決

議 案
第58号

令和元年度二酸化炭素排出抑制対策事業町道南原バイパ
ス線消雪施設改修工事請負契約の締結について 総務常任委員会 9/19 原案可決

議 案
第59号

令和元年度町単さわやかハット屋根塗装他改修工事請負
契約の締結について 総務常任委員会 9/19 原案可決

議 案
第60号 町道の廃止について 総務常任委員会 9/19 原案可決

議 案
第61号 令和元年度軽井沢町一般会計補正予算（第 3号） 予算決算常任委員会 9/19 原案可決

議 案
第62号

令和元年度軽井沢町国民健康保険事業勘定特別会計補正
予算（第 2号） 予算決算常任委員会 9/19 原案可決

議 案
第63号 令和元年度軽井沢町駐車場特別会計補正予算（第 1号） 予算決算常任委員会 9/19 原案可決

議 案
第64号

令和元年度軽井沢町公共下水道事業特別会計補正予算
（第 1号） 予算決算常任委員会 9/19 原案可決

議 案
第65号

令和元年度軽井沢町農業集落排水事業特別会計補正予算
（第 1号） 予算決算常任委員会 9/19 原案可決

議 案
第66号 令和元年度軽井沢町介護保険特別会計補正予算（第 2号） 予算決算常任委員会 9/19 原案可決

議 案
第67号

令和元年度軽井沢町訪問看護事業特別会計補正予算
（第 1号） 予算決算常任委員会 9/19 原案可決

議 案
第68号

令和元年度軽井沢町後期高齢者医療特別会計補正予算
（第 1号） 予算決算常任委員会 9/19 原案可決

議 案
第69号

平成 30 年度軽井沢町水道事業会計利益の処分及び歳入歳
出決算認定について 予算決算常任委員会 9/19 原案可決

及び認定

認 定
第 1 号 平成 30 年度軽井沢町各会計歳入歳出決算認定について 予算決算常任委員会 9/19 認　定

認 定
第 2 号

平成 30 年度軽井沢町国民健康保険軽井沢病院事業会計歳
入歳出決算認定について 予算決算常任委員会 9/19 認　定
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議案番号 件　　　　　　　名 付託委員会 議決月日 審議結果

報 告
第 8 号 決算に関する附属書類の報告について 報　告

報 告
第 9 号 財政健全化判断比率及び資金不足比率の報告について 報　告

報 告
第10号

専決処分の報告について（佐久クリーンセンターにおけ
る公用車によるストックヤードの投入扉損傷事故に係る
損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解について）

報　告

諮 問
第 2 号 人権擁護委員候補者の推薦について 即　決 9/19 適　任

同 意
第 6 号 教育長の任命について 即　決 9/19 原案同意

同 意
第 7 号 教育委員会委員の任命について 即　決 9/19 原案同意

請 願
第 2 号

佐久地域における米軍輸送機 C130 の危険な低空飛行を
やめさせるよう、政府に適切な措置を求める意見書の提
出に関する請願

総務常任委員会 9/19 採　択

陳 情
第 7 号

米軍普天間飛行場の辺野古移設を促進する意見書に関す
る陳情 総務常任委員会 9/19 不採択

発 委
第 6 号

米軍機の長野県佐久地方での低空飛行の中止を求める意
見書の提出について 即　決 9/19 原案可決

議員派遣について 即　決 9/19 原案可決

９ 月 会 議 解 説
　令和元年９月会議は、８月 29 日に再開され、会議期間は９月 19 日までの 22 日間の日程で開
催しました。提出された議案は、条例の制定３件、条例の一部改正８件、条例の全部改正１件、
契約の締結２件、町道の廃止１件、補正予算８件、報告３件、人事案件３件、発委１件でいずれ
も原案どおり可決・同意、また、意見書を関係機関へ提出しました。
　また、平成 30 年度軽井沢町水道事業会計利益の処分及び歳入歳出決算認定・平成 30 年度各会
計歳入歳出決算認定及び平成 30 年度軽井沢町国民健康保険軽井沢病院事業会計歳入歳出決算認
定については、意見を付して原案どおり可決及び認定しました。

○条例の制定
　・会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例
　地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律により一般職の会計年度任用職員制度
が創設されることから、当該会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関し必要な事項を定め
るため、本条例を制定するものです。

　・一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例
　地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律により、一般職の会計年度任用職員制
度が創設されることにあわせ、職員の採用に際し、必要に応じて一般職の任期付職員の採用
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を可能とするよう、採用及び給与に関し必要な事項を定めるため、本条例を制定するもので
す。

・社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正
する等の法律及び社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方
税法及び地方交付税法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例
　消費税率6.3パーセント及び地方消費税率1.7パーセント、合計８パーセントが消費税率7.8
パーセント及び地方消費税率 2.2 パーセント、合計 10 パーセントに引き上げられることに
伴い、本条例を制定するものです。この関係で該当となるものは、軽井沢町水道事業給水条
例に規定する水道料金、水道メーター使用料及び施設使用料、軽井沢町国民健康保険軽井沢
病院料金条例に規定する文書料、セカンドオピニオン料、自動車使用料及び病室使用料、軽
井沢町公共下水道条例に規定する下水道使用料、軽井沢町農業集落排水施設の設置及び管理
に関する条例に規定する農業集落排水施設使用料、軽井沢町行政財産の目的外使用に関する
条例に規定する建物使用料です。

○条例の一部改正
　・特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償に関する条例
　地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律により、地方公務員法が改正され、令
和２年４月１日より特別職非常勤職員として任用すべき職が明確化されることから、本条例
に規定する報酬及び費用弁償の支給対象となる者を整理する改正を行うもののほか、所要の
改正を行うものです。

　・町税条例
　軽自動車税の種別割におけるグリーン化特例の軽課の適用期限を延長する改正、軽自動車
税の環境性能割を臨時的に軽減する改正、法人町民税法人税割の税率を引き下げる改正及び
子どもの貧困化に対応するため個人町民税を非課税とする範囲の改正を行うもののほか、所
要の改正を行うものです。

　・印鑑登録及び証明に関する条例
　男女共同参画の観点から、住民票、個人番号カード等への旧氏の記載が可能となるよう住
民基本台帳施行令等が改正されたことにより、住民基本台帳をもとに作成される印鑑登録原
票、印鑑登録証明書への旧氏が記載となる改正を行うもののほか、所要の改正を行うもので
す。

　・災害弔慰金の支給等に関する条例　　
　災害援護資金の貸し付けに係る償還金の支払い猶予や償還免除の適否を判断するため、貸
し付けを受けた者等の収入または資産の状況を調査する権限が市町村に付与されたことか
ら、本条例を改正するもののほか、所要の改正を行うものです。

　・保育所保育料徴収条例
　令和元年 10 月１日から町の確認を受けた幼稚園、保育所、認定こども園などを利用する
３歳から５歳の子どもの利用料が無償化されたことに伴い、町営の保育所で３歳以上児の保
育料について規定していた部分を削除するもののほか、所要の改正を行うものです。

　・家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例
　家庭的保育事業者等が事業を行うに当たり必要とされる連携施設の確保に関し、その確保
が著しく困難であって、必要な支援を行うことができると町長が認めるときは、５年間確保
を猶予されていましたが、さらに５年間延長されたことに伴い改正するもの及び家庭的保育
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者の居宅以外で保育を提供している家庭的保育事業についても、自園調理への移行期間を
10 年間猶予されたこと等の改正を行うもののほか、所要の改正を行うものです。なお、現
在は町内に該当する施設はありません。

　・特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例
　子ども・子育て支援法において、子育てのための施設など利用給付の項目が創設されたこ
とにより、子どものための教育・保育給付に係る「支給認定」の用語が「教育・保育給付認
定」となったことなどに伴う字句の改正、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運
営に関する基準が一部改正されたことに伴い、食事の提供に要する費用の取り扱いについて
の変更及び市町村長が認めた場合における連携施設の確保義務の免除等に伴う改正を行うも
ののほか、所要の改正を行うものです。
　なお、現在の該当施設は町内の４保育園のみが対象です。

　・放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例
　今までは放課後児童健全育成事業に係る放課後児童支援員認定資格研修の実施の事務、権
限については都道府県知事が行う研修を修了した者でなければなりませんでしたが、新たに
指定都市の長が行う研修を修了した者も追加されたことに伴う改正です。なお、平成 26 年
までは当町においても放課後児童クラブがありましたが、平成 27 年からは放課後子ども教
室に全部移行済みのため、当町では現在、該当施設はありません。

○条例の全部改正
　・子どものための教育・保育給付に係る利用者負担額を定める条例
　令和元年 10 月１日から町の確認を受けた幼稚園、保育所、認定こども園などを利用する
３歳から５歳までの全ての子どもの利用料が無償化され、またゼロ歳から２歳までの子ども
についても、生活保護世帯に加え、町民税非課税世帯の利用料が無償化となることから、利
用者負担について改正し、条例の規定内容と統一を図るため、題名を変更する改正のほか、
所要の改正を行うものです。

○契約の締結
　・二酸化炭素排出抑制対策事業町道南原バイパス線消雪施設改修工事請負契約
　延長 58 メートル、面積 419 平方メートルの下り２車線にヒートパイプを地中に埋設する
ことにより、地表面と地中熱の熱交換を行い消雪する改修工事です。

　　　　　契 約 金 額　　１億 7,392 万 9,680 円
　　　　　契約の相手方　　笹沢建設株式会社
　　　　　工　　　　期　　令和２年２月 28 日
　・さわやかハット屋根塗装他改修工事請負契約　　　
　塗装（主な塗装箇所の面積は、屋根塗装面積で 1,197 平方メートル、外壁塗装面積が 985
平方メートル）、防水改修工事が主な工種で、屋根をはじめ、外壁、破風、軒天、鉄骨外階
段等の外回り全体を施工する改修工事です。

　　　　　契 約 金 額　　6,480 万円
　　　　　契約の相手方　　笹沢建設株式会社
　　　　　工　　　　期　　令和２年３月 25 日
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○その他
　・町道の廃止について

○専決処分の報告
・佐久クリーンセンターにおける公用車によるストックヤードの投入扉損傷事故に係る損害賠

償の額を定めること及びこれに伴う和解について
　
○令和元年度補正予算
　【一般会計補正予算（第３号）】
　　13 億 4,080 万 2,000 円追加　　　総額 139 億 9,120 万 2,000 円

歳入　個人町民税現年度課税分９億6,000万円の増、平成30年度決算に伴う繰越金７億5,538
万 5,000 円の増　他

歳出　財政調整基金元金分８億 2,000 万円の増、庁舎改築周辺整備基金元金分３億円の増　
他

　【国民健康保険事業勘定特別会計補正予算（第２号）】
　　4,202 万 2,000 円追加　　　総額 28 億 4,557 万 6,000 円

歳入　平成 30 年度決算に伴う繰越金 2,196 万 8,000 円の増、療養給付費等の返還金 1,613 万
円の増　他

歳出　国民健康保険財政調整基金積立金 2,000 万円の増、平成 30 年度で受け入れ済みの療
養給付費等交付金の精算 1,913 万円の増　他

　【駐車場特別会計補正予算（第１号）】
　　475 万円追加　　　総額１億 3,681 万 6,000 円

歳入　平成 30 年度決算に伴う繰越金 475 万円の増
歳出　駐車場整備基金元金分積立金 500 万円の増　他

　【公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）】
　　47 万 1,000 円追加　　　総額７億 2,791 万 5,000 円

歳入　一般会計繰入金 3,500 万円の減、平成 30 年度決算に伴う繰越金 3,547 万 1,000 円の増
歳出　予備費充当

　【農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）】
　　457 万 4,000 円追加　　　総額 6,578 万 5,000 円

歳入　平成 30 年度決算に伴う繰越金 457 万 4,000 円の増　他
歳出　予備費充当
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　【介護保険特別会計補正予算（第２号）】
　　4,283 万 4,000 円追加　　　総額 16 億 3,862 万 5,000 円

歳入　平成 30 年度決算に伴う繰越金 6,281 万 9,000 円の増、介護保険基金繰入金 2,000 万円
の減　他

歳出　介護保険基金元金積立金 2,000 万円の増、償還金 417 万 3,000 円の増　他

　【訪問看護事業特別会計補正予算（第１号）】
　　417 万 9,000 円追加　　　総額 4,418 万 1,000 円

歳入　平成 30 年度決算に伴う繰越金 417 万 9,000 円の増
歳出　予備費充当

　【後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）】
　　1,182 万 6,000 円追加　　　総額３億 995 万 7,000 円

歳入　平成 30 年度決算に伴う繰越金 654 万 3,000 円の増、保健事業費繰入金 291 万円の増　
他

歳出　平成 30 年度分保険料確定による保険料等負担金 642 万 2,000 円の増　他

○人事案件
　・人権擁護委員に土屋次男氏（借宿）を推薦することを適任と認めました。
　　任期は国からの委嘱をうけてから３年です。
　・教育長に荻原確也氏（古宿）の選任に同意しました。
　　任期は令和元年 10 月１日から令和４年９月 30 日までの３年間です。
　・教育委員会委員に平澤セツ子氏（追分）を再任することに同意しました。
　　任期は令和元年 10 月１日から令和５年９月 30 日までの４年間です。

○請願

○陳情

○議会関係
　・米軍機の長野県佐久地方での低空飛行の中止を求める意見書
　　米軍横田基地所属のＣ 130 輸送機２機が、５月 30 日夕刻、佐久地方を低空で飛行し、

請願件名 請願者 審査結果

佐久地域における米軍輸送機Ｃ 130 の危険な低空飛行
をやめさせるよう、政府に適切な措置を求める意見書
の提出に関する請願

軽井沢町大字追分 45-13
軽井沢９条の会
代表　稲垣　壬午
紹介議員　中澤　睦夫

採　択

陳情件名 陳情者 審査結果

米軍普天間飛行場の辺野古移設を促進する意見書に関
する陳情

沖縄県宜野湾市真栄原 2-15-10
宜野湾市民の安全な生活を守る会
会長　平安座　唯雄

不採択
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目撃者からは、今まで見たことのない飛行に不安、恐怖を訴える多くの声が上がった。この
飛行の状況は目撃者により多く撮影されている。日本の航空法は人又は家屋の密集している
地域の上空では最も高い障害物の上端から 300 ｍ以下の高度で飛行してはならないと定めら
れている。航空法を守らない飛行は大変危険で許されない行為である。
　よって、本議会は、国会及び政府において、住民の安心、安全を守るため、米軍機の飛行
訓練等に対し、米軍機による飛行訓練等の情報を把握し、事前に各自治体に提供すること、
また、在日米軍に対し、米軍機が佐久地方での低空飛行を一切行わないための適切な措置を
講ずるよう意見書を提出しました。

　　　提出先　　衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、外務大臣、防衛大臣
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令和元年　９月１９日

　　　軽井沢町議会議長
　　　　　佐　藤　敏　明　	殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予算決算常任委員会　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員長　押　金　洋　仁　

予算決算常任委員会決算審査報告書
　本委員会に付託された下記の案件を９月 11 日・12 日・13 日・17 日の４日間にわたり委員会
を開催して審査が終了したので、会議規則第 77 条の規定により報告します。

記

議案第69号　　平成30年度軽井沢町水道事業会計利益の処分及び歳入歳出決算認定について

認定第１号　　平成30年度軽井沢町各会計歳入歳出決算認定について
　　　　　　　　軽井沢町一般会計歳入歳出決算
　　　　　　　　軽井沢町国民健康保険事業勘定特別会計歳入歳出決算
　　　　　　　　軽井沢町駐車場特別会計歳入歳出決算
　　　　　　　　軽井沢町公共下水道事業特別会計歳入歳出決算
　　　　　　　　軽井沢町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算
　　　　　　　　軽井沢町介護保険特別会計歳入歳出決算
　　　　　　　　軽井沢町訪問看護事業特別会計歳入歳出決算
　　　　　　　　軽井沢町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

認定第２号　　平成30年度軽井沢町国民健康保険軽井沢病院事業会計歳入歳出決算認定につ
　　　　　　　いて
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基　本　方　針

　本委員会は、付託された議案を審査するにあたり、議決された予算が適正に執行されているか
を審査する。
　さらに、執行された予算についての行政効果の達成度、また、財源の確保等が行財政運営にい
かに活かされているかを総合的に判断し、今後の町政進展に役立たせる審査となることを基本方
針とする。

審　査　結　果

　議案第 69 号、認定第１号及び認定第２号を慎重に審査した結果、議案第 69 号の利益の処分に
ついて原案を可決し、決算認定に対し歳入歳出とも正確かつ議決した予算どおり執行されている
ので、下記の意見を付して認定すべきものとした。

意　　　　　見

　風土フォーラムへの主体的な住民参加については昨年、一昨年と継続して要望しているが、平
成 30 年度においてはエリアデザインの活動に鈍さがうかがえた。民間企業や住民との連携をこ
れまで以上に進め、行政主導ではなく、住民等が自発的にまちづくりに参画する仕組みの早期確
立を望む。
　信大・東大連携協定による寄附講座により、軽井沢病院に３名の医師が着任し喫緊の課題につ
いては一定の前進があった。今後は藤田名誉院長の掲げる健康モデル都市の推進による町民の健
康寿命伸長や、環境保全・渋滞対策等、他の地域課題解決に向けても具体的な取り組みを望む。
　小中学校の ICT導入設備やタブレット端末によって得られた深い学びは、今後さらに具体的
な成果に結びつけていかなければならない。しかし、それ以上に教育の本質たる教員それぞれの
発想や工夫を活かしていくことこそが大切である。
　国民健康保険軽井沢病院事業会計は、加算算定要件の見直し等により 30 年度に大幅な収益増
となったことは評価したい。この他、医師確保策等によって収益改善が見られた場合は、全体の
バランスを見ながら、わずかでも一般会計からの補助金を削減していくよう望む。
　以上の他、事業の達成度や有効性を測る際、住民・利用者等の評価を見定め、常に事業の見直
しと改善を図りながら、最善を尽くす姿勢を求める。
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平成 30 年度軽井沢町各会計歳入歳出決算及び
基金の運用状況に関する審査意見書の提出について

　地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 233 条第２項及び第 241 条第５項並びに地方公営企業
法（昭和 27 年法律第 292 号）第 30 条第２項の規定により審査に付された、平成 30 年度軽井沢
町一般会計、特別会計及び企業会計歳入歳出決算について、関係諸帳簿、預貯金証書、証拠書類
並びに基金運用状況を審査したので、その結果について次のとおり意見書を提出する。

第１　審査の概要
　１　審査の対象
　　⑴　平成 30 年度軽井沢町一般会計歳入歳出決算
　　⑵　平成 30 年度軽井沢町国民健康保険事業勘定特別会計歳入歳出決算
　　⑶　平成 30 年度軽井沢町駐車場特別会計歳入歳出決算
　　⑷　平成 30 年度軽井沢町公共下水道事業特別会計歳入歳出決算
　　⑸　平成 30 年度軽井沢町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算
　　⑹　平成 30 年度軽井沢町介護保険特別会計歳入歳出決算
　　⑺　平成 30 年度軽井沢町訪問看護事業特別会計歳入歳出決算
　　⑻　平成 30 年度軽井沢町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算
　　⑼　平成 30 年度軽井沢町水道事業会計歳入歳出決算
　　⑽　平成 30 年度軽井沢町国民健康保険軽井沢病院事業会計歳入歳出決算
　　⑾　平成 30 年度基金の運用状況

　２　審査の期間
　　　令和元年７月 18 日、23 日、24 日、26 日、31 日及び８月６日（６日間）

　３　審査の方法
　この決算審査にあたっては、町長から提出された各会計歳入歳出決算書、歳入歳出決算事
項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書並びに各基金の運用状況を明らか
にする書類について、関係法令に準拠して調製されているか、財産の管理は適正か、また、
予算が適正かつ効率的に執行されているか等に主眼をおき、関係諸帳簿の照合検査を行い、
例月出納検査の結果を参考にして、各課等に提出を求めた決算審査資料に基づき、関係職員
からの説明を聴取、計数の正確性、予算の執行の適否等について審査を行った。

第２　審査の結果
　１　審査の総括的意見
　審査に付された各会計の歳入歳出決算書及び各種書類は、いずれも関係法令に準拠し調製
され、決算額その他の計数は関係諸帳簿及び証拠書類と符合し、各会計とも適正に処理され
ており誤りのないものと認めた。
　また、基金運用状況については、計数は正確であり、各条例の設置の目的に従って適正に
運用されているものと認めた。
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　２　一般会計及び特別会計の決算状況
　　⑴　決算収支

　当年度の一般会計及び特別会計の決算状況は、次表のとおり。

（単位：円）

　一般会計と特別会計を合わせた総決算額について、歳入の決算額は 200 億 5,381 万円（前
年度 207 億 2,542 万円）で前年度と比較して６億 7,161 万円減少、また、歳出の決算額は
188億 2,087万円（前年度195億 9,291万円）で前年度と比較して７億7,204万円減少となった。
歳入歳出差引額（形式収支額）は、12 億 3,294 万円（前年度 11 億 3,251 万円）で前年度と
比較して１億 43 万円増加した。翌年度への実質繰越額（実質収支額）は、翌年度へ繰り越
すべき財源１億9,205万円（前年度２億3,946万円）を引いた10億4,089万円（前年度８億9,305
万円）で前年度と比較して１億 4,784 万円増加した。

　３　審査の個別的意見
　　⑴　軽井沢町一般会計

（単位：円）

①　総　　括
　平成 30 年度一般会計の歳入決算額は、143 億 5,286 万円で前年度と比較して２億 2,409 万
円減少した。歳出決算額は、133 億 866 万円で前年度と比較して３億 6,510 万円減少した。

一般会計及び特別会計決算収支状況
区　分

会計別 歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額
（形式収支額）

一 般 会 計 14,352,857,194 13,308,659,993 1,044,197,201

特 別 会 計 5,700,953,021 5,512,209,631 188,743,390

国民健康保険事業勘定 2,706,405,331 2,679,436,675 26,968,656

駐 車 場 143,252,623 134,501,657 8,750,966

公 共 下 水 道 事 業 844,100,584 800,393,479 43,707,105

農 業 集落排水事業 60,372,287 54,797,847 5,574,440

介 護 保 険 1,584,886,012 1,512,066,899 72,819,113

訪 問 看 護 事 業 46,237,490 22,058,045 24,179,445

後 期 高 齢 者 医 療 315,698,694 308,955,029 6,743,665

合　　　　計 20,053,810,215 18,820,869,624 1,232,940,591

区　　　　　分 平成30年度 平成29年度 増減率
予 算 現 額 14,241,434,640 14,481,878,846 △1.7％

歳 入 決 算 額 14,352,857,194 14,576,948,954 △1.5％

歳 出 決 算 額 13,308,659,993 13,673,761,985 △2.7％

歳 入 歳 出 差 引 額 1,044,197,201 903,186,969 15.6％

翌年度へ繰り越すべき財源 188,812,200 226,684,640 △16.7％

翌年度への実質繰越額 855,385,001 676,502,329 26.4％
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歳入歳出差引額（形式収支額）は、10 億 4,420 万円で前年度と比較して１億 4,101 万円増加
した。
　翌年度への実質繰越額は、翌年度へ繰り越すべき財源（関係閣僚会合町民会議委託、古宿
橋橋梁補修事業、町営矢ケ崎団地解体他工事、小学校空調設備設置事業で合計１億8,881万円）
を差し引いた８億 5,539 万円で、前年度と比較し１億 7,888 万円増加した。
　平成 30 年度の地方債借入額は無し（前年度１億円）、償還金（元金）は、５億 3,695 万円
で年度末の地方債残高は、35 億 2,080 万円（前年度 40 億 5,775 万円）となった。
　町の収入の根幹である町税収入は、92 億 6,665 万円（前年度 91 億 7,910 万円）で一般会
計の歳入の約 65 パーセントを占め昨年より増加している。
　内閣府の月例経済報告（令和元年７月）によると、先行きについては、当面、弱さが残る
ものの、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続
くことが期待される。ただし、通商問題の動向が世界経済に与える影響に一層注意するとと
もに、中国経済の先行き、海外経済の動向と政策に関する不確実性、金融資本市場の変動の
影響に留意する必要があるとされている。
　当町では平成 30 年度で雲場池整備工事、町道借宿バイパス線新設改良工事など大型事業
が終了した。今後は、公共施設・インフラ等の老朽化に伴う長寿命化対策、多種多様なニー
ズへの対応、少子高齢化社会の進展に対する対策等、多くの課題に対応するため多額の経費
を要するものと考えられる。こうした状況から、経常経費を含めたさらなる歳出の縮減に努
め、限られた財源を有効活用するとともに、今後必要となる事業に向けて自主財源を含む財
源の確保並びに経営の効率化に努める必要がある。

② 　歳　　入
　平成 30 年度の自主財源は、125 億 8,732 万円で歳入全体に占める自主財源の構成比率は、
87.7 パーセント（前年度 86.5 パーセント）、依存財源は 17 億 6,554 万円で依存財源の財政全
体に占める構成比率は、12.3 パーセント（前年度 13.5 パーセント）となり、自主財源の構
成比率は、1.2 ポイント増加した。
　自主財源の大部分を占める町税は、総額 92 億 6,665 万円（前年度 91 億 7,910 万円）で前
年度と比較して 8,755 万円増加した。
　増加の主な要因は、個人町民税が 4,260 万円増加、法人町民税が 3,616 万円増加、固定資
産税が 683 万円増加したことによるものである。
　収納状況をみると、収納率は、現年度課税分 98.7 パーセント（前年度 98.5 パーセント）、
滞納繰越分 13.5 パーセント（前年度 16.8 パーセント）で合わせて 90.2 パーセント（前年度
89.5 パ－セント）となり前年度と比較して 0.7 ポイント上回った。平成 30 年度のコンビニ
での収納は、42,782 件（前年度 43,244 件）で 12 億 2,906 万円（前年度 11 億 9,995 万円）、前
年度と比較して 2,911 万円増加した。
　長野県地方税滞納整理機構へは、5,092 万円（前年度 2,885 万円）を移管し、そのうち町
に 3,196 万円（前年度 2,429 万円）が納付されている。
　不納欠損額は、１億 5,330 万円（前年度 4,237 万円）で前年度と比較して１億 1,093 万円増
加した。不納欠損処分の主な内訳は、いずれも滞納繰越分の固定資産税１億 2,288 万円、都
市計画税 1,796 万円、町民税（個人分）1,160 万円、町民税（法人分）79 万円、軽自動車税
７万円である。
　税収入未済額は、８億 5,529 万円（前年度 10 億 3,064 万円）で、前年度と比較して１億 7,535
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万円減少した。これは主に固定資産税が１億 3,565 万円、町民税が 1,918 万円減少したため
である。
　平成 30 年度は不能欠損額が昨年と比べて増加しているが、滞納繰越分の収入済額、収入
歩合ともに昨年と比べて減少している。町の財源確保の見地からすると、未収金発生を未然
に防止し、収納率を向上させることが必要と思われる。
　また税負担の公平性を確保するために、今後も滞納者ごとの実態を的確に把握し、効果的
かつ効率的な滞納整理に努めるとともに、新たな未収金の発生を抑制する対策に努められた
い。また、不納欠損処分に当たっては、十分な調査のうえ、慎重かつ適正に対処されたい。

③ 　歳　　出　
　平成 30 年度の主な事業は、総務費として、ＯＡソフト修正委託１億 7,085 万円、ＯＡ機
器・ソフトウェア保守委託１億 137 万円、防災行政無線（同報系）デジタル化工事 9,830 万
円、基幹系システム更新作業委託 6,902 万円、シンクライアントシステム更新作業委託 6,000
万円、町内循環バス運行委託 5,103 万円、信大・東大連携協定事業地域課題研究寄附講座開
設事業寄附金 5,000 万円、多世代同居支援補助 1,283 万円。民生費として、児童手当２億 7,634
万円、障害福祉サービス費２億 1,440 万円、後期高齢者医療療養給付費負担金１億 4,255 万円、
町社会福祉協議会補助 6,501 万円、保育園給食業務委託 2,786 万円。衛生費として、浅麓環
境施設組合運営費分担金２億 272 万円、佐久市・軽井沢町清掃施設組合分担金１億 8,133 万
円、合併処理浄化槽設置補助１億 38 万円、不燃物処理及び運搬業務委託 7,358 万円、佐久市・
北佐久郡環境施設組合分担金6,343万円、個別予防接種委託4,039万円。農林水産業費として、
発地市庭指定管理料 2,500 万円、貯木場枝破砕処理委託 1,161 万円、ツキノワグマ対策事業
委託 1,572 万円。商工費として、雲場池整備工事 5,616 万円、くつかけテラス指定管理料 4,829
万円、信濃路自然歩道木道等整備工事 1,540 万円、ウインターフェスティバル委託 1,500 万円、
観光振興センター指定管理料 1,418 万円、観光案内所管理運営委託 1,435 万円。土木費とし
て、風越公園アイスアリーナ外６施設指定管理料２億 1,340 万円、町道借宿バイパス線国道
横断部工事委託２億 1,174 万円、町道借宿バイパス線国道ランプ部工事その２	１億 3,113 万
円、風越公園屋外テニスコート人工芝改修工事 7,773 万円、町道借宿バイパス線舗装工事（２
工区）7,609 万円、町道借宿バイパス線国道接続部付帯工事 4,263 万円、さわやかハット施
設指定管理料 4,022 万円、町道塩沢中学校線舗装補修工事 3,964 万円、道路側溝他清掃委託
3,438 万円、西ノ河原川整備工事 2,635 万円。消防費として、消防ポンプ車 2,214 万円。教育
費として、インターナショナルスクールオブアジア軽井沢補助３億 3,329 万円（さわやか軽
井沢ふるさと寄附金３億 7,021 万円より支出）、公益財団法人軽井沢大賀ホール運営費補助
8,383 万円、西部小学校トイレ改修工事等 8,208 万円、室生犀星記念館他改修工事 3,144 万円、
学校給食業務委託（小学校３校分）3,020 万円、春のコンサート他委託 1,932 万円、私立幼
稚園教育振興補助 1,806 万円。
　各特別会計等への繰出金は、軽井沢病院事業会計へ６億5,441万円（前年度６億7,000万円）、
軽井沢町公共下水道事業特別会計へ３億 2,700 万円（前年度３億 1,340 万円）、軽井沢町国民
健康保険事業勘定特別会計へ２億 3,100 万円（前年度３億 345 万円）、軽井沢町介護保険特
別会計へ２億 2,013 万円（前年度２億 1,157 万円）、軽井沢町後期高齢者医療特別会計へ 6,296
万円（前年度 6,160 万円）及び軽井沢町農業集落排水事業特別会計へ 4,900 万円（前年度 4,399
万円）合計 15 億 4,450 万円（前年度 16 億 301 万円）で前年度と比較して 5,851 万円減少した。
　公債費は、５億 7,399 万円（前年度５億 5,998 万円）で前年度より 1,401 万円増加した。
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　今後も民生費等の経費増加が予想されることから、引き続き各事業の歳入確保に努め、よ
り適正な歳出予算の執行管理に努力されたい。
　
⑵　軽井沢町国民健康保険事業勘定特別会計

（単位：円）

　国民健康保険の被保険者は、人口２万 295 人（30 年度末現在）のうち 6,059 人で、加入率
は、29.8 パ－セント（前年度 31.1 パーセント）と 1.3 ポイント減少した。加入者は、一般被
保険者 6,051 人、退職被保険者 8人、加入世帯数は 3,756 件である。
　歳入の決算額は、27 億 641 万円（前年度 32 億 9,775 万円）で前年度と比較して５億 9,134
万円減少した。これは主に制度改正による減少で、県支出金が 15 億 3,653 万円増加したが、
共同事業交付金が７億 430万円、前期高齢者交付金が６億 4,102 万円、国庫支出金が６億 5,713
万円減少したためである。
　国民健康保険税の収入済額は６億 5,864 万円（前年度６億 8,029 万円）、不納欠損額は 1,261
万円（前年度 1,616 万円）、収入未済額は２億 1,872 万円（前年度２億 3,494 万円）である。
収納率は、現年度課税分が 92.9 パーセント（前年度 92.5 パーセント）で前年度と比較して
0.4 ポイント上回った。滞納繰越分は、20.2 パーセント（前年度 17.7 パーセント）で前年度
と比較して 2.5 ポイント上回った。合計の収納率は 74.0 パーセント（前年度 73.0 パーセント）
で前年度と比較して 1.0 ポイント上回り、昨年度に引き続き収納率は向上した。
　国民健康保険税は本会計の根幹を成すものであり、税負担の公平性の確保と財源確保の見
地から、滞納整理及び厳正なる対応措置を講じて、更なる収納率の向上に努められたい。
　歳出の決算額は、26 億 7,944 万円（前年度 32 億 6,110 万円）で前年度と比較して５億 8,166
万円減少した。これは主に制度改正による減少で国民健康保険事業費納付金が８億 4,658 万
円増加したが、共同事業拠出金が７億 4,571 万円、後期高齢者支援金が３億 5,800 万円、保
険給付費が１億 1,322 万円減少したためである。
　歳入歳出差引額（形式収支額）及び翌年度への実質繰越額は、2,697 万円（前年度 3,665 万円）
となっている。
病気が重症化する前の早期発見・早期治療のために、対象者への特定健診受診を促し、受診
率をさらに引き上げるよう努められたい。

区　　　　　分 平成30年度 平成29年度 増減率
予 算 現 額 2,785,643,000 3,332,825,000 △16.4％

歳 入 決 算 額 2,706,405,331 3,297,751,658 △17.9％

歳 出 決 算 額 2,679,436,675 3,261,100,022 △17.8％

歳 入 歳 出 差 引 額 26,968,656 36,651,636 △26.4％

翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 －

翌年度への実質繰越額 26,968,656 36,651,636 △26.4％
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⑶　軽井沢町駐車場特別会計
	（単位：円）

　歳入の決算額は、１億 4,325 万円（前年度１億 4,884 万円）で前年度と比較して 559 万円
減少した。これは主に繰越金が 475 万円、駐車場事業収入が 86 万円減少したためである。
平成 30 年度の利用台数は、前年度と比較して１万 1,472 台増加して 35 万 954 台となった。
　また、歳出の決算額は、１億 3,450 万円（前年度１億 3,722 万円）で前年度と比較して
272 万円減少した。これは駐車場費が 272 万円減少したためである。
　歳入歳出差引額（形式収支額）及び翌年度への実質繰越額は 875 万円（前年度 1,162 万円）
となっている。
　前年度と比較して利用台数は増加しているが、駐車場利用料金の収入が減少している状況
である。駐車場利用料金の収入の減少は回数券収入の減少が主な原因と思われる。今後は駐
車場利用料金の収入の向上及び各駐車場のあり方について検討されたい。

⑷　軽井沢町公共下水道事業特別会計
	（単位：円）

　歳入の決算額は、８億 4,410 万円（前年度７億 6,219 万円）で前年度と比較して 8,191 万円
増加した。これは主に分担金及び負担金が 2,206 万円、使用料及び手数料が 2,177 万円、繰
入金が 1,360 万円増加したためである。
　歳出の決算額は、８億 39 万円（前年度７億 1,381 万円）で前年度と比較して 8,658 万円増
加した。これは土木費が 8,658 万円増加したことによるものである。
　歳入歳出差引額（形式収支額）は4,371万円で、翌年度へ繰り越すべき財源は324万円となっ
ており、翌年度への実質繰越額は 4,047 万円（前年度 3,560 万円）となっている。
　受益者負担金の現年度分の未収金は 15 万円（前年度なし）、滞納繰越分は 531 万円（前年
度 674 万円）で前年度と比較し 143 万円減少した。下水道使用料の未収金の現年度分は 774

区　　　　　分 平成30年度 平成29年度 増減率
予 算 現 額 139,078,000 147,803,000 △5.9％

歳 入 決 算 額 143,252,623 148,840,675 △3.8％

歳 出 決 算 額 134,501,657 137,223,642 △2.0％

歳 入 歳 出 差 引 額 8,750,966 11,617,033 △24.7％

翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 －

翌年度への実質繰越額 8,750,966 11,617,033 △24.7％

区　　　　　分 平成30年度 平成29年度 増減率
予 算 現 額 824,049,000 767,481,000 7.4％

歳 入 決 算 額 844,100,584 762,186,712 10.7％

歳 出 決 算 額 800,393,479 713,808,371 12.1％

歳 入 歳 出 差 引 額 43,707,105 48,378,341 △9.7％

翌年度へ繰り越すべき財源 3,236,000 12,780,000 △74.7％

翌年度への実質繰越額 40,471,105 35,598,341 13.7％
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万円（前年度 643 万円）で前年度と比較して 131 万円増加、滞納繰越分は 1,345 万円（前年
度 1,589 万円）で前年度と比較して 244 万円減少した。受益者負担金と下水道使用料の未収
金合計は 2,665 万円（前年度 2,906 万円）で 241 万円減少した。
　不納欠損額は、71 万円（前年度 141 万円）で 70 万円減少した。受益者負担の公平性と自
主財源の確保を図るため、未収金の更なる縮減について努力されたい。
　計画面積は、前年度からの変動はなく 1,040 ヘクタールであるが、供用開始面積は前年度
と比較して軽井沢処理区が 0.88 ヘクタール増加して 434.44 ヘクタールに、西処理区は整備
率 100 パーセントの 160 ヘクタールとなっている。
　公共下水道への接続率は、80.6 パーセント（前年度 79.4 パ－セント）で、前年度より 1.2
ポイント増加した。
　今後も公衆衛生の向上と下水道施設の機能維持のため、積極的に下水道未接続者への接続
促進を行い、更なる接続率の向上を図り、将来を見据えた管路施設等の整備計画の見直しを
行うことで、効率的かつ安定した事業経営を遂行できるよう図られたい。

⑸　軽井沢町農業集落排水事業特別会計
（単位：円）

　　　

　歳入の決算額は、6,037 万円（前年度 6,107 万円）で前年度と比較して 70 万円減少した。
これは主に繰入金が 501 万円増加したが、繰越金が 556 万円減少したためである。
　歳出の決算額は、5,480 万円（前年度 5,910 万円）で前年度と比較して 430 万円減少した。
これは農業水産業費が 430 万円減少したためである。
　歳入歳出差引額（形式収支額）及び翌年度への実質繰越額は、557 万円（前年度 197 万円）
となっている。
　顧客件数は、228 件（前年度 226 件）で前年度と比較して２件増加した。その内訳は、発
地地区が 165 件（前年度 164 件）で１件増加、茂沢地区が 45 件（前年度 44 件）で１件増加、
杉瓜地区が 18 件（前年度 18 件）で前年と同数となっている。
　施設使用料の未収金は、67 万円（前年度 68 万円）となっている。当該使用料の調定額に
対する収納率は、93.0 パーセント（前年度 92.8 パーセント）である。
　受益者負担の公平性と自主財源の確保を図るため、今後も未収金の更なる縮減について努
められたい。また、施設の老朽化が進み、維持管理費等の多額な費用が要することになると
思われる。今後、部分的に公共下水道事業への統廃合する計画も踏まえ、適正な施設維持管
理及び経費節減に努め健全な経営を図られたい。
	

区　　　　　分 平成30年度 平成29年度 増減率
予 算 現 額 59,835,000 60,486,000 △1.1％

歳 入 決 算 額 60,372,287 61,065,760 △1.1％

歳 出 決 算 額 54,797,847 59,095,528 △7.3％

歳 入 歳 出 差 引 額 5,574,440 1,970,232 182.9％

翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 －

翌年度への実質繰越額 5,574,440 1,970,232 182.9％
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⑹　軽井沢町介護保険特別会計
（単位：円）

　要支援・要介護の認定者数は、746 人（前年度 748 人）であった。
　また、介護サービス受給者数は 749 人（前年度 710 人）でその内訳は、居宅介護サービス
受給者 534 人、地域密着型サービス受給者 91 人、施設介護サービス受給者 124 人となって
いる。
　歳入の決算額は、15 億 8,489 万円（前年度 15 億 3,108 万円）で前年度と比較して 5,381 万
円増加した。これは主に保険料が 1,705 万円、県支出金が 1,105 万円、国庫支出金が 897 万
円増加したためである。
　保険料の未収金は、832万円（前年度1,273万円）で前年度と比較して441万円減少している。
　歳出の決算額は、15 億 1,207 万円（前年度 14 億 3,712 万円）で前年度と比較して 7,495 万
円増加した。これは主に保険給付費が 5,018 万円、地域支援事業費が 2,956 万円増加したた
めである。
　歳入歳出差引額（形式収支額）及び翌年度への実質繰越額は 7,282 万円（前年度 9,396 万円）
となっている。
　平成 30 年度は第７期介護保険事業の初年度であり、前期から継承されている地域におけ
る「医療・介護・予防・住まい・生活支援」の包括的な支援サービスの提供が行える体制「地
域包括ケアシステム」の推進を図ることとされている。外出支援においては分科会が発足し、
事業を確立することにより外出支援を必要とする高齢者の福祉促進へとつながることから地
域に合った運用方法の早期構築と地域で安心した生活が継続されるよう更なる推進を望む。　

⑺　軽井沢町訪問看護事業特別会計
（単位：円）

区　　　　　分 平成30年度 平成29年度 増減率
予 算 現 額 45,825,000 49,255,000 △7.0％

歳 入 決 算 額 46,237,490 50,966,375 △9.3％

歳 出 決 算 額 22,058,045 23,242,304 △5.1％

歳 入 歳 出 差 引 額 24,179,445 27,724,071 △12.8％

翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 －

翌年度への実質繰越額 24,179,445 27,724,071 △12.8％

区　　　　　分 平成30年度 平成29年度 増減率
予 算 現 額 1,582,354,000 1,504,359,000 5.2％

歳 入 決 算 額 1,584,886,012 1,531,080,735 3.5％

歳 出 決 算 額 1,512,066,899 1,437,122,941 5.2％

歳 入 歳 出 差 引 額 72,819,113 93,957,794 △22.5％

翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 －

翌年度への実質繰越額 72,819,113 93,957,794 △22.5％
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　年間実利用者数は 58 人（前年度 84 人）で前年度と比較して 26 人減少した。内訳は、医
療保険適用 12 人（前年度 24 人）、介護保険適用 45 人（前年度 60 人）、自費が１人（前年
度なし）である。年間延べ訪問回数は、1,778 回（前年度 2,441 回）で前年度と比較して 663
回減少した。
　歳入の決算額は、4,624 万円（前年度 5,097 万円）で前年度と比較して 473 万円減少した。
これは主に繰越金が 47 万円、寄附金が 30 万円増加したが、サービス収入が 550 万円減少し
たためである。
　歳出の決算額は、2,206 万円（前年度 2,324 万円）で前年度と比較して 118 万円減少した。
これは主に総務費が 326 万円増加したが、サービス事業費が 444 万円減少したためである。
　歳入歳出差引額（形式収支額）及び翌年度への実質繰越額は、2,418 万円（前年度 2,772 万円）
となっている。
　全国的に訪問看護の利用者は増加しているが、現在、当町の訪問看護事業は職員の退職等
により休止となっている。早期に訪問看護事業が再開できるよう体制整備に努められたい。　

⑻　軽井沢町後期高齢者医療特別会計
（単位：円）

　　

　医療給付費の給付件数は、82,180 件（前年度 78,129 件）で前年度と比較して 4,051 件増加
した。費用額は、24 億 4,017 万円（前年度 21 億 6,351 万円）で前年度と比較して２億 7,666
万円増加した。１人当たりの医療費は、8.4 パーセント増加して 79 万円であった。
　歳入の決算額は、３億 1,570 万円（前年度２億 9,658 万円）で前年度と比較して 1,912 万
円増加した。
　歳出の決算額は、３億 896 万円（前年度２億 8,755 万円）で前年度と比較して 2,141 万円
増加した。
　歳入歳出差引額（形式収支額）及び翌年度への実質繰越額は 674 万円（前年度 903 万円）
となっている。
　保険料の未収金は、193 万円（前年度 590 万円）で前年度と比較して 397 万円減少した。
　保険料は、医療保険事業の根幹をなすものであり、被保険者に対し制度の趣旨及び内容等
を十分に説明し、未収金を回収することにより、被保険者間の負担の公平性の確保に努めら
れたい。今後も医療費の増加が見込まれる中で、全ての方が安心して医療サービスを受け続
けることが出来、より健全な運営が図られるよう努められたい。
　

区　　　　　分 平成30年度 平成29年度 増減率
予 算 現 額 310,487,000 288,472,000 7.6％

歳 入 決 算 額 315,698,694 296,581,368 6.4％

歳 出 決 算 額 308,955,029 287,553,119 7.4％

歳 入 歳 出 差 引 額 6,743,665 9,028,249 △25.3％

翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 －

翌年度への実質繰越額 6,743,665 9,028,249 △25.3％
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⑼　軽井沢町水道事業会計
（税抜き、単位：円）

　平成 30 年度末の給水件数は、２万 729 件で前年度と比較して 265 件（1.3 パーセント）増
加した。年間配水量は、452 万 2,729 立方メートルで前年度と比較して 7,566 立方メートル
減少し、有収水量は 348 万 1,657 立方メートルで有収率は 77.0 パーセントとなり前年度と
比較して 1.7 ポイント増加した。有収水量１立方メ－トル当たりの供給単価は 171 円 23 銭、
給水原価は 129 円 71 銭で、１立方メートル当たりの利益は 41 円 52 銭と前年度と比較して
６円 32 銭減少した。
　水道事業収益の決算額は、６億 6,928 万円（前年度６億 6,462 万円）で前年度と比較して
466 万円増加した。そのうち営業収益は、６億 1,024 万円（前年度５億 9,692 万円）で前年
度と比較して 1,332 万円増加し、営業外収益は、5,904 万円（前年度 6,770 万円）となり前年
度と比較して 866 万円減少した。
　水道事業費用の決算額は、５億 1,850 万円（前年度４億 8,513 万円）で前年度と比較して
3,337 万円増加した。そのうち、営業費用は４億 8,200 万円（前年度４億 4,910 万円）で前年
度と比較して 3,290 万円増加し、営業外費用は、3,014 万円（前年度 3,585 万円）で前年度と
比較して 571 万円減少した。このため、経常利益は、１億 5,715 万円（前年度１億 7,967 万
円）と前年度と比較して 2,252 万円減少した。特別損失は過年度損益修正損で 91 万円となっ
ており、当年度の純利益は、１億 5,078 万円（前年度１億 7,949 万円）と前年度と比較して 2,871
万円減少した。
　前年度繰越利益剰余金を加え、当年度未処分利益剰余金は２億9,694万円（前年度４億3,636
万円）で前年度と比較して１億 3,942 万円減少した。
　平成30年度の主な建設改良工事等は、町道愛宕山２号支線他配水管布設替工事1,915万円、
町道入山峠線配水管布設替工事 1,579 万円、国道 18号バイパス配水管布設替１工区工事 1,553
万円、旧大日向水源池解体・排水処理工事 1,420 万円、県道旧軽井沢軽井沢停車場線配水管
布設替工事 917 万円、旧境新田配水池解体工事 889 万円、配水管仮設移設古宿５工区工事
713 万円及び愛宕浄水場高区配水流量計交換修繕 572 万円が実施され、水道施設の保全、維
持管理の効率化が図られた。
　平成 30 年度は、前年度と比較して営業収益が 1,332 万円増加しており、経営状況は引き

区　　　　　分 平成30年度 平成29年度 増減率
水 道 事 業 収 益 669,280,663 664,620,896 0.7％

営 業 収 益 610,242,600 596,921,673 2.2％

営 業 外 収 益 59,038,063 67,699,223 △12.8％

特 別 利 益 0 0 －

水 道 事 業 費 用 518,504,917 485,127,915 6.9％

営 業 費 用 481,995,079 449,104,598 7.3％

営 業 外 費 用 30,138,674 35,845,705 △15.9％

特 別 損 失 6,371,164 177,612 3,487.1％

予 備 費 0 0 －

損益収支残高 150,775,746 179,492,981 △16.0％
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続き良好と認められる。
　水道料金の収納については、今後も早期徴収に向けた収納体制と水道料金の滞納者に対す
る厳正な取り組みの強化を図り、一層の収納率向上を図られたい。
　また、既存施設の維持管理、長寿命化、水道施設及び管路の更新・改良等を計画的に行い、
引き続き軽井沢の良質で安全な水を安定的に供給するため、効率的かつ健全な事業運営を行
うよう努められたい。　

⑽　軽井沢町国民健康保険軽井沢病院事業会計
（税抜き、単位：円）

　入院及び外来の患者数は、入院が２万 7,500 人で前年度より 1,939 人増加、外来が７万 1,037
人で前年度より3,026人減少した。入院の１日平均患者数は75.3人で前年度より5.3人の増加、
外来の１日平均患者数は 291.1 人で前年度より 12.4 人減少した。
　病床利用率は 77.7 パーセントで前年度より 6.2 ポイント上回った。
　職員数は、平成 31 年３月 31 日現在 115 名で前年度と比較して３人減少した。内訳は、医
師８名、看護師等 59 名、医療技術員 32 名、事務員５名、その他職員 11 名となっている。
　入院患者１人当たり１日の診療収入は３万 1,845 円で前年度と比較して 1,185 円増加して
おり、外来診療収入は患者 1人当たり 8,417 円で前年度と比較して 87 円増加した。
　総事業収益は、23 億 6,553 万円で前年度と比較して 4,891 万円増加、総事業費用は、22 億
5,552 万円と前年度と比較して 3,070 万円の減少したことにより、当年度純利益が１億 1,000
万円となり、前年度に引き続き単年度黒字となった。
　全国的に地域における医師不足・偏在問題は依然として深刻な状況であり、当町でも医師
不足により特定の診療科の外来患者数が減少している状況である。
　今後も住民の必要とする診療科の医師の確保、また総合診療外来の設置により、外来患者
数の向上が見込まれる。引き続き、医師の確保に努め、安全・安心で良質な医療を継続的に
提供するとともに、今後も黒字経営となるなるよう経営の健全化を図られたい。　

⑾　基金の運用状況
　基金の設置数は 13 基金で年度末合計金額は、83 億 1,761 万円（前年度 77 億 5,693 万円）
で前年度と比較して５億 6,068 万円増加した。積立額は元金が 18 億 5,546 万円（前年度 22

区　　　　　分 平成30年度 平成29年度 増減率
病 院 事 業 収 益 2,365,527,966 2,316,613,838 2.1％

医 業 収 益 1,593,244,870 1,518,827,284 4.9％

医 業 外 収 益 772,107,023 797,172,020 △3.1％

特 別 利 益 176,073 614,534 △71.3％

病 院 事 業 費 用 2,255,524,815 2,286,227,497 △1.3％

医 業 費 用 2,204,362,066 2,232,488,288 △1.3％

医 業 外 費 用 51,107,961 53,179,625 △3.9％

特 別 損 失 54,788 559,584 △90.2％

損益収支残高 110,003,151 30,386,341 262.0％
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億 152 万円）、利子が 607 万円（前年度 681 万円）であった。取崩額は、13 億 84 万円（前
年度 13 億 989 万円）で前年度と比較して 905 万円減少した。
　一般会計の基金の運用状況については、積立額は、各基金の元金及び利子分を含めて 17
億 1,791 万円（前年度 20 億 5,679 万円）で前年度と比較して３億 3,888 万円減少した。基金
ごとの積立額（元金）の内訳は、財政調整基金へ５億 1,500 万円、下水道建設工事基金へ
４億円、さわやか軽井沢ふるさと基金へ３億 7,021 万円、庁舎改築周辺整備基金へ３億円、
減債基金へ１億 2,700 万円、町民福祉施設建設基金へ 25 万円であった。基金ごとの取崩額
をみると、財政調整基金が４億円、さわやか軽井沢ふるさと基金が３億 6,081 万円、下水道
建設工事基金が３億 2,000 万円、減債基金が１億 8,733 万円、農業振興基金が 270 万円であっ
た。
　国民健康保険事業勘定特別会計の基金の元金及び利子分を含めた今年度中の積立額は、
508 万円（前年度９万円）で前年度と比較して 499 万円増加したが、取崩額が 3,000 万円（前
年度取崩しなし）であったため、30 年度末現在高は前年度より 2,492 万円減少して、4,423
万円となっている。
　介護保険特別会計の基金の元金及び利子分を含めた今年度中の積立額は、5,008 万円（前
年度5,002万円）で前年度と比較して６万円増加した。取崩しはなかった（前年度取崩しなし）。
　駐車場特別会計の基金の元金及び利子分を含めた今年度中の積立額は、8,846 万円（前年
度１億 144 万円）で前年度と比較して 1,298 万円減少した。取崩しはなかった（前年度取崩
しなし）。
　今後の事業に備え、より多くの額を積み立てることで、必要な事業を実施できるよう基金
の運用は安全を最優先として、有利性も勘案し的確で計画的な基金の運用を望む。

ー 52ー



基金の運用状況一覧表
（単位：円）

令和元年８月９日
軽井沢町長　藤　巻　　進　殿
	 	 	 	 	 　　　　　　　監査委員　　長谷川　淳　一
	 	 	 	 	 　　　　　　　監査委員　　利根川　泰　三

基　金　名 前年度末
現在高

30 年度中の積立額 30 年度中の
取崩額

30 年度末
現在高元　金 利　子

一
　
　
般
　
　
会
　
　
計

財 政 調 整 基 金 3,931,450,276 515,000,000 3,248,831 400,000,000 4,049,699,107

減 債 基 金 329,576,644 127,000,000 222,426 187,330,000 269,469,070

義 務 教 育 管 理
振 興 基 金 95,703,922 0 79,497 0 95,783,419

農 業 振 興 基 金 34,984,496 0 35,443 2,700,000 32,319,939

町 民 福 祉 施 設
建 設 基 金 183,377,329 250,000 94,075 0 183,721,404

下 水 道 建 設
工 事 基 金 751,197,933 400,000,000 771,648 320,000,000 831,969,581

土 地 開 発 基 金 177,691,649 0 128,346 0 177,819,995

芸 術・ 文 化
振 興 基 金 188,789,173 0 21,827 0 188,811,000

さわやか軽井沢
ふ る さ と 基 金 361,465,599 370,205,000 370,959 360,811,000 371,230,558

庁 舎 改 築
周 辺 整 備 基 金 901,703,485 300,000,000 479,234 0 1,202,182,719

小 　 　 　 計 6,955,940,506 1,712,455,000 5,452,286 1,270,841,000 7,403,006,792

国 保
会 計

国民健康保険事業
財 政 調 整 基 金 69,151,302 5,000,000 82,981 30,000,000 44,234,283

介 護
会 計 介 護 保 険 基 金 219,994,070 50,000,000 78,950 0 270,073,020

駐車場
会 計 駐車場整備基金 511,845,125 88,000,000 455,710 0 600,300,835

合　　　計 7,756,931,003 1,855,455,000 6,069,927 1,300,841,000 8,317,614,930
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平成 30 年度軽井沢町財政健全化及び公営企業会計
 経営健全化審査意見書の提出について

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号）第３条第１項及び第 22
条第１項の規定により審査に付された、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将
来負担比率（以下「健全化判断比率」という。）及び公営企業会計の資金不足比率並びにそれぞ
れの算定の基礎となる事項を記載した書類について審査したので、その結果について次のとおり
意見書を提出する。

第１　審査の概要
　１　審査の対象
⑴　平成 30 年度健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類
⑵　平成 30 年度軽井沢町水道事業会計の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記
載した書類
⑶　平成 30 年度軽井沢町国民健康保険軽井沢病院事業会計の資金不足比率及びその算定の
基礎となる事項を記載した書類
⑷　平成 30 年度軽井沢町公共下水道事業特別会計の資金不足比率及びその算定の基礎とな
る事項を記載した書類
⑸　平成 30 年度軽井沢町農業集落排水事業特別会計の資金不足比率及びその算定の基礎と
なる事項を記載した書類

　２　審査の期日
　　　令和元年７月 18 日、23 日、24 日、26 日、31 日及び８月６日（６日間）

　３　審査の方法
　健全化判断比率及び資金不足比率（以下「財政指標」という。）並びにその算定の基礎と
なる事項を記載した書類について、法令等に照らし財政指標の算出過程に誤りがないか、法
令等に基づき適切な算定要素が財政指標の計算に用いられているか、財政指標の算定の基礎
となった書類等が適正に作成されているか、客観的事実の妥当性を判断した上で財政指標の
算定を行う場合において、公正な判断が行われているかに主眼をおき、関係職員からの説明
を聴取して審査を行った。

第２　審査の結果
　１　審査の総括的意見
　審査に付された財政指標及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正
に作成されているものと認めた。

　２　審査の個別的意見
　　⑴　平成 30 年度健全化判断比率について
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　　健全化判断比率の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

	
①　実質赤字比率　一般会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率であるが、
平成 30 年度の実質赤字比率は、前年度に引き続き黒字のため数値はなく、良好な状態に
あると認められる。
②　連結実質赤字比率　全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率である
が、平成 30 年度の連結実質赤字比率は、前年度に引き続き黒字のため数値はなく、良好
な状態にあると認められる。
③　実質公債費比率　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利　償還金の標準財政規模
に対する比率であるが、平成 30 年度の実質公債費比率は 1.0 パーセント（前年度 0.4 パー
セント）となっており、早期健全化基準の 25.0 パーセントと比較するとこれを下回って
おり、良好な状態にあると認められる。
④　将来負担比率　一般会計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率で
あるが、平成 30 年度の将来負担比率は前年度に引き続き将来負担額を充当可能財源等が
上回るため数値はなく、良好な状態にあると認められる。

⑵　平成30年度軽井沢町水道事業会計、軽井沢町国民健康保険軽井沢病院事業会計、軽井沢
町公共下水道事業特別会計、軽井沢町農業集落排水事業特別会計の資金不足比率について

　　公営企業会計資金不足比率の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

　資金不足比率とは、資金不足額（一般会計などの実質赤字に相当する額）が営業収益等に
占める割合であり、平成 30 年度の各公営企業会計の資金不足比率は、前年度に引き続きそ
れぞれ資金不足を生じていないため数値はなく、良好な状態にあると認められる。

　３　是正改善を要する事項
　　　特に指摘すべき事項はない。

令和元年８月９日
軽井沢町長　藤　巻　　進　殿
	 	 	 	 	 軽井沢町監査委員　　長谷川　淳　一
	 	 	 	 	 軽井沢町監査委員　　利根川　泰　三

健全化判断比率 平成 30 年度 早期健全化基準 財政再生基準
① 実 質 赤 字 比 率 － 13.53 20.00
② 連結実質赤字比率 － 18.53 30.00
③ 実 質 公 債 費 比 率 1.0 25.0 35.0
④ 将 来 負 担 比 率 － 350.0

公営企業会計 平成 30 年度 経営健全化基準
軽 井 沢 町 水 道 事 業 会 計 －

20

軽 井 沢 町 国 民 健 康 保 険
軽 井 沢 病 院 事 業 会 計 －

軽井沢町公共下水道事業特別会計 －
軽 井 沢 町 農 業 集 落 排 水
事 業 特 別 会 計 －

ー 55ー



平成 30 年度　町 の 歳 入 歳 出 決 算 状 況

主　な　事　業

平成 30 年度　町 税 収 入 状 況

平成 30 年度　特別会計及び企業会計決算額

○ 道 路・河 川 整 備 事 業 9億470万円 ○ 下 水 道 建 設 工 事 繰出金 3億7,600万円
○ 公 園 整 備 事 業 4,739万円 ○ 交 通 安 全 対 策 事 業 8,382万円
○ 合併処理浄化槽設置整備事業補助 1億38万円 ○ 町 営 住 宅 整 備 事 業 3,467万円
○ごみ、し尿処理施設負担金 4億4,748万円 ○じ ん 芥 収 集・処 理 事 業 1億8,159万円
○ 老人福祉事業・老人医療給付事業 5億6,138万円 ○ 児 童 手 当 の 支 給 2億7,634万円
○ 心身障がい者（児）、就学前児童等医療費給付事業 1億1,481万円 ○ 身体障がい者等更生施設入所支援費他社会福祉事業 3億5,945万円
○ 老 人 福 祉 施 設 運 営 費 1億978万円 ○ 健 康 づ く り 推 進 費 1億7,033万円
○ 軽井沢病院事業会計繰出金 6億5,441万円 ○ 農 林 業 基 盤 整 備 事 業 1億3,507万円
○６ 次 産 業 化 推 進 事 業 　　4,223万円 ○ 商 工 業 振 興 事 業 1億1,706万円
○ 観 光 宣 伝 事 業 7,342万円 ○ 鳥 獣 対 策 事 業 6,864万円
○ 小 中学 校 施 設 整 備 事 業 1億1,305万円 ○ 小中学校教材備品整備事業 1,935万円
○ 社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 6,372万円 ○ 大 賀 ホ ー ル 経 費 1億315万円
○ 私立幼稚園教育振興補助 1,806万円

科　　　目 調　　定　　額 収　入　済　額 収入割合（％）
町 民 税 21 億 6,385 万円 19 億 2,593 万円 89.00
固 定 資 産 税 68 億 7,744 万円 62 億 1,268 万円 90.33
軽 自 動 車 税 6,733 万円 5,788 万円 85.97
市町村たばこ税 １億 4,799 万円 １億 4,799 万円 100.00
入 湯 税 7,317 万円 7,317 万円 100.00
都 市 計 画 税 9 億 4,545 万円 8 億 4,897 万円 89.79
合 計 102 億 7,523 万円 92 億 6,664 万円 90.18

会　計　別 歳　　　　　入 歳　　　　　出 差　　　引
国 民 健 康 保 険 27 億 641 万円 26 億 7,944 万円 2,697 万円
駐 車 場 1 億 4,325 万円 1 億 3,450 万円 875 万円
公 共 下 水 道 8 億 4,410 万円 8 億 39 万円 4,371 万円
農 業 集 落 排 水 6,037 万円 5,480 万円 557 万円
介 護 保 険 15 億 8,489 万円 15 億 1,207 万円 7,282 万円
訪 問 看 護 4,624 万円 2,206 万円 2,418 万円
後期高齢者医療 3 億 1,570 万円 3 億　896 万円 674 万円
水 道 6 億 6,928 万円 5 億 1,850 万円 1 億 5,078 万円
軽 井 沢 病 院 23 億 6,553 万円 22 億 5,552 万円 1 億 1,001 万円

水道、病院会計は企業会計が適用されるため、上記の金額は収益的収入及び支出を記入。
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歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出

款　　　　別 平成30年度
決	算	額

平成29年度
決	算	額 増　減 款　　　　別 平成30年度

決	算	額
平成29年度
決	算	額 増　減

町 税 926,665 917,910 8,755 議 会 費 14,305 14,892 △587

地 方 譲 与 税 10,368 10,283 85 総 務 費 355,339 381,323 △25,984

利 子 割 交 付 金 742 643 99 民 生 費 291,337 307,226 △15,889

配 当 割 交 付 金 1,252 1,543 △291 衛 生 費 111,651 105,329 6,322

株式等譲渡所得割
交 付 金 1,038 1,694 △656 労 働 費 75 76 △1

地 方 消 費
税 交 付 金 42,481 40,724 1,757 農 林 水 産 業 費 27,814 29,759 △1,945

ゴルフ場利用税
交 付 金 10,617 10,160 457 商 工 費 48,610 60,066 △11,456

自 動 車 取 得 税
交 付 金 2,471 2,652 △181 土 木 費 249,644 233,249 16,395

地方特例交付金 1,189 1,014 175 消 防 費 31,294 28,734 2,560

地 方 交 付 税 2,393 1,378 1,015 教 育 費 142,529 150,429 △7,900

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金 321 333 △12 災 害 復 旧 費 869 295 574

分 担 金 及
び 負 担 金 10,453 10,403 50 公 債 費 57,399 55,998 1,401

使 用 料 及
び 手 数 料 26,721 25,332 1,389

国 庫 支 出 金 60,078 69,224 △9,146

県 支 出 金 43,604 46,875 △3,271

財 産 収 入 13,550 3,482 10,068 　

寄 附 金 37,045 36,262 783 　

繰 入 金 127,084 130,989 △3,905 　

繰 越 金 90,319 112,132 △21,813 　

諸 収 入 26,895 24,662 2,233 　

町 債 0 10,000 △10,000 　

合　　　計 1,435,286 1,457,695 △22,409 合　　　計 1,330,866 1,367,376 △36,510

平成 30 年度　一 般 会 計 決 算 額

※表中の金額は、原則として万円単位未満を四捨五入としましたが、端数調整の都合上これに
　よらないものもあります。

（単位：万円）
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令和元年第２回軽井沢町議会定例会 12 月会議

付　議　事　件
議案番号 件　　　　　　　名 付託委員会 議決月日 審議結果

議　案
第70号

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図
るための関係条例の整備に関する条例の制定について 総務常任委員会 12/12 原案可決

議　案
第71号 軽井沢町個人情報保護条例の一部改正について 総務常任委員会 12/12 原案可決

議　案
第72号 軽井沢町貯木場条例の全部改正について 総務常任委員会 12/12 原案可決

議　案
第73号 軽井沢町水道事業給水条例の一部改正について 総務常任委員会 12/12 原案可決

議　案
第74号

軽井沢町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の
運営に関する基準を定める条例の一部改正について 社会常任委員会 12/12 原案可決

議　案
第75号 令和元年度軽井沢町一般会計補正予算（第 5号） 予算決算常任委員会 12/12 原案可決

議　案
第76号

令和元年度軽井沢町国民健康保険事業勘定特別会計補正
予算（第 3号）　　　　　　　　　　　 予算決算常任委員会 12/12 原案可決

議　案
第77号 令和元年度軽井沢町駐車場特別会計補正予算（第 2号） 予算決算常任委員会 12/12 原案可決

議　案
第78号

令和元年度軽井沢町公共下水道事業特別会計補正予算
（第 3号）　　 予算決算常任委員会 12/12 原案可決

月　日 曜日 会議名 内　　容 開議時間

11月28日 木 本会議 議案の上程、提案説明 午前 10 時

12月	 2日 月 本会議 一般質問 午前 10 時

12月	 3日 火 本会議 一般質問 午前 10 時

12月	 4日 水
本会議 議案質疑・議案付託 午前 10 時

委員会 広報広聴常任委員会 午前 10 時 20 分

12月	 5日 木 委員会 議会活性化特別委員会 午前 10 時

12月	 6日 金 委員会 社会常任委員会 午前 10 時

12月	 9日 月 委員会 総務常任委員会 午前 10 時

12月10日 火 委員会 予算決算常任委員会 午前 10 時

12月12日 木 本会議 委員長報告、質疑、討論、表決、申出 午前 10 時
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議案番号 件　　　　　　　名 付託委員会 議決月日 審議結果

議　案
第79号

令和元年度軽井沢町農業集落排水事業特別会計補正予算
（第 3号）　　　　　　　　　　　　　　 予算決算常任委員会 12/12 原案可決

議　案
第80号

令和元年度軽井沢町介護保険特別会計補正予算
（第 3号） 予算決算常任委員会 12/12 原案可決

議　案
第81号

令和元年度軽井沢町訪問看護事業特別会計補正予算
（第 2号）　　　　　　　　　　　　　　　 予算決算常任委員会 12/12 原案可決

議　案
第82号

令和元年度軽井沢町後期高齢者医療特別会計補正予算
（第 2号）　　　　　　　　　　　　　　 予算決算常任委員会 12/12 原案可決

議　案
第83号

令和元年度軽井沢町国民健康保険軽井沢病院事業会計補
正予算（第 1号）　　　　　　　　　　　 予算決算常任委員会 12/12 原案可決

報　告
第11号

専決処分の報告について（平成 28 年度町単軽井沢町防災
行政無線（同報系）デジタル化工事変更請負契約の締結
について）　　　　　　　　　　　　　

報　告

報　告
第12号

専決処分の報告について（令和元年度軽井沢町一般会計
補正予算（第 4号）） 報　告

報　告
第13号

専決処分の報告について（令和元年度軽井沢町公共下水
道事業特別会計補正予算（第 2号））　　 報　告

報　告
第14号

専決処分の報告について（令和元年度軽井沢町農業集落
排水事業特別会計補正予算（第 2号））　 報　告

報　告
第15号

専決処分の報告について（平成 30 年度国補町内小学校普
通教室他空調設備設置工事変更請負契約の締結について） 報　告

陳　情
第 6 号

日本政府に対して、国連の「沖縄県民は先住民族」勧告
の撤回を求める意見書の採択を求める陳情書 総務常任委員会 12/12 不採択

総務常任委員会の閉会中の所管事務調査の件について 即　決 12/12 原案可決

社会常任委員会の閉会中の所管事務調査の件について 即　決 12/12 原案可決

予算決算常任委員会の閉会中の所管事務調査の件につい
て 即　決 12/12 原案可決

広報広聴常任委員会の閉会中の所管事務調査の件につい
て 即　決 12/12 原案可決

議会活性化特別委員会の閉会中の所管事務調査の件につ
いて 即　決 12/12 原案可決

議会運営委員会の閉会中の所掌事務調査の件について 即　決 12/12 原案可決

議員派遣について 即　決 12/12 原案可決
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12 月 会 議 解 説
　令和元年 12 月会議は、11 月 28 日に再開し、会議期間は 12 月 12 日までの 15 日間の日程で開
催しました。
　提出された議案は、条例の制定１件、条例の全部改正１件、条例の一部改正３件、その他７件、
補正予算９件でいずれも原案通り可決し、報告５件を受けました。
　議会関係では、陳情１件を審査し、不採択となりました。
　12 月会議において令和元年第２回定例会の会期は 12 月 12 日までとなり、220 日間で閉会とな
りました。

○条例の制定
・成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係条例の整備に関する条

例
　成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する
法律により、成年被後見人及び被保佐人の人権が尊重され、成年被後見人等であることを理
由に不当に差別されないよう、成年被後見人等に係る欠格条項その他の権利の制限に係る措
置の適正化等が図られたことから、同法の趣旨に則り関係条例の整備を行うもののほか、所
要の規定の整備を行うものです。

○条例の一部改正
・町個人情報保護条例
　大学との連携協定に基づき、町政の発展や町の施策に寄与するなど、公益性の高い学術研
究の目的のために個人情報を利用することについて、町民の利益に資するよう、適正かつ効
果的に個人情報を活用するため、具体的な例外事由として明記するために改正を行うもので
す。

・町水道事業給水条例
　水道法の一部を改正する法律が令和元年 10 月１日から施行となり、指定給水装置工事事
業者に対して　５年ごとの更新制度が導入となり、定期的に指定工事店としての要件を審査
することとなりました。更新時においても新規申請と同様の手続きとなることから、手数料
を定める改正を行うもののほか、所要の改正を行うものです。

・町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例
　令和元年５月 31 日に公布された特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関
する基準の一部を改正する内閣府令に誤りがあり、令和元年８月 30 日付の官報において正
誤が掲載されたことに伴う改正を行うもの及び本条例第 27 条に規定する「保護者」を「教育・
保育給付認定保護者」に改正を行うもののほか、内閣府令に合わせた字句の訂正等、所要の
改正を行うものです。

○条例の全部改正
・町貯木場条例
　町貯木場の適正な管理を行うとともに、利用者がより利用しやすい施設とするため、管理、
使用料等に関する規定の見直しを行うものです。
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○令和元年度補正予算
　【一般会計補正予算（第５号）】
　　6,319 万 2,000 円追加　　　総額 146 億 4,439 万 4,000 円

歳入　地方特例交付金 853 万 8,000 円の増、さわやか軽井沢ふるさと寄附金 3,654 万 4,000
円の増　他

歳出　プレミアム付商品券事業経費 294 万 6,000 円の減、障害福祉サービス費 950 万円の増　
他

　【国民健康保険事業勘定特別会計補正予算（第３号）】
　　432 万 3,000 円減額　　　総額 28 億 4,125 万 3,000 円

歳入　保険給付費等交付金特別交付金 390 万 1,000 円の増、国民健康保険税医療給付費分
1,225 万円の減　他

歳出　軽井沢病院事業会計繰出金 34 万 8,000 円の減　他

　【駐車場特別会計補正予算（第２号）】
　　55 万 1,000 円追加　　総額１億 3,736 万 7,000 円

歳入　駐車場整備基金・利子分 55 万 1,000 円の増
歳出　駐車場整備基金・利子分 55 万 1,000 円の増、駐車場精算機更新工事 53 万 2,000 円の

減　他

　【公共下水道事業特別会計補正予算（第３号）】
　　1,000 万円減額　　　総額７億 3,291 万 5,000 円

歳入　受益者負担金 768 万円の増、一般会計繰入金 1,768 万円の減
歳出　公共下水道施設共同整備事業負担金 415 万 5,000 円の減、汚泥再生処理センター運営

費負担金 202 万 6,000 円の減	他

　【農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号）】
　　39 万円減額　　　総額１億 1,539 万 5,000 円

歳入　受益者分担金 39 万円の減
歳出　一般職人事管理経費 25 万 5,000 円の減　他

　【介護保険特別会計補正予算（第３号）】
　　229 万 9,000 円減額　　　総額 16 億 3,632 万 6,000 円

歳入　包括的支援事業・任意事業繰入金（町単分）337 万 5,000 円の減　他
歳出　高額介護サービス等費 400 万円の増、施設介護サービス給付費 310 万円の増	他

　【訪問看護事業特別会計補正予算（第２号）】
　　1,890 万 8,000 円減額　　　総額 2,527 万 3,000 円

歳入　居宅介護等サービス費訪問看護費収入 1,890 万 8,000 円の減
歳出　居宅サービス臨時職員賃金 800 万円の減　他
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　【後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）】
　　1,285 万 4,000 円追加　　　総額３億 2,281 万 1,000 円
　歳入　特別徴収保険料 543 万円の増、普通徴収保険料 732 万円の増　他
　歳出　保険料等負担金 1,275 万円の増、事務費負担金 109 万 7,000 円の減	他

　【軽井沢病院事業会計補正予算（第１号）】
　　収益的支出　2,418 万 6,000 円の増　　総額　24 億 6,730 万円
　　資本的収入　481 万 3,000 円の減　　　総額　668 万 8,000 円
　　資本的支出　1,108 万 1,000 円の増　　総額　１億 4,723 万 4,000 円

○専決処分の報告
　・平成 28 年度町単軽井沢町防災行政無線（同報系）デジタル化工事変更請負契約の締結につ

いて
　・令和元年度軽井沢町一般会計補正予算（第４号）
　・令和元年度軽井沢町公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）
　・令和元年度軽井沢町農業集落排水事業特別会計補正予算（第２号）
　・平成 30 年度国補町内小学校普通教室他空調設備設置工事変更請負契約の締結について

○陳情
陳情件名 陳情者 審査結果

日本政府に対して、国連の「沖縄県民は先住民
族」勧告の撤回を求める意見書の採択を求める
陳情書

埼玉県川越市仙波町２丁目 17-34
一般社団法人日本沖縄政策研究フォーラム
理事長　仲村　覚

不採択
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特別職等の報酬・給与一覧表（１）
（令和元年 12 月 31 日現在）［単位：円］

職　　　　　　　名
報　　酬

年　額 月　額 日　額
町 長 854,000
副 町 長 700,000
教 育 長 623,000
議 長 365,000
副 議 長 296,000
常 任 委 員 長 278,000
議 会 運 営 委 員 長 278,000
議 員 261,000
教 育 委 員 会 の 委 員 35,600

選 挙 管 理 委 員 会 の 委 員
委 員 長 121,400
委 員 101,200

監 査 委 員
代 表 73,100
議 会 42,500

農 業 委 員 会 の 委 員
会 長 506,400
会長代理 356,300
委 員 272,200

農 地 利 用 最 適 化 推 進 委 員 272,200
固 定 資 産 評 価 審 査 委 員 7,100
特 別 職 報 酬 等 審 議 会 の 委 員 6,900

長期振興計画審議会の委員
会 長 7,100
委 員 6,900

風 土 フ ォ ー ラ ム
基 本 会 議 の 委 員

会 長 7,100
委 員 6,900

ま ち づ く り 活 動
支 援 部 会 の 委 員

会 長 7,100
委 員 6,900

公文書公開審査会の委員
会 長 7,100
委 員 6,900

個人情報保護審議会の委員
会 長 7,100
委 員 6,900

行 政 不 服 審 査 会 の 委 員
会 長 7,100
委 員 6,900

指 定 管 理 者 選 定 審 議 会 の 委 員 6,900
防 災 会 議 の 委 員 6,900
国 民 保 護 協 議 会 の 委 員 6,900

消 防 委 員 会 の 委 員
会 長 34,200
委 員 26,100

消 防 賞 じ ゅ つ 金 審 査
委 員 会 の 委 員

委 員 長 7,100
委 員 6,900
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特別職等の報酬・給与一覧表（２）
［単位：円］

職　　　　　　　名
報　　酬

年　額 月　額 日　額

消 防 団

団 長 247,300
副 団 長 123,000
分 団 長 61,600
副分団長 49,500
部 長 45,800
班 長 27,600
団 員 18,600

選 挙 長
国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する
法律の基準額に準ずる。

投 	 （ 開 ） 	 票 　 管 　 理 　 者
投 	 （ 開 ） 	 票 　 立 　 会 　 人
選 挙 立 会 人

交通安全対策会議の委員
会 長 7,100
委 員 6,900

地 域 公 共 交 通 会 議 の 委 員 6,900
交 通 指 導 員 18,400
民 生 委 員 推 せ ん 委 員 会 の 委 員 6,900

福 祉 委 員
会 長 147,900
委 員 120,700

児 童 館 長 182,100

子ども・子育て会議委員
会 長 7,100
委 員 6,900

健 康 づ く り 推 進
協 議 会 の 委 員

会 長 7,100
委 員 6,900

い の ち 支 え る 自 殺 対 策
推 進 協 議 会 の 委 員

会 長 7,100
委 員 6,900

国 民 健 康 保 険 運 営
協 議 会 の 委 員

会 長 7,100
委 員 6,900

国 民 健 康 保 険 軽 井 沢
病 院 経 営 協 議 会 の 委 員

会 長 7,100
委 員 6,900

予 防 接 種 委 託 医 12,200

予 防 接 種 健 康 被 害
調 査 委 員 会 の 委 員

会 長 7,100
委 員 6,900

風 俗 審 議 会 の 委 員 6,900

自 然 保 護 審 議 会 の 委 員
会 長 7,100
委 員 6,900

自 然 保 護 審 議 会 の 専 門 委 員 6,900
エコツーリズム推進協議会の委員 6,900
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特別職等の報酬・給与一覧表（３）
［単位：円］

職　　　　　　　名
報　　酬

年　額 月　額 日　額

農 業 振 興 地 域 整 備 促 進
協 議 会 の 委 員

会 長 7,100
委 員 6,900

国 際 親 善 文 化 観 光 都 市
計 画 審 議 会 の 委 員

会 長 7,100
委 員 6,900

土 地 区 画 整 理 委 員 会 の 委 員 6,900
住 宅 対 策 審 議 会 の 委 員 6,900

公 共 下 水 道 事 業 審 議 会
の 委 員

会 長 7,100
委 員 6,900

上水道計画審議会の委員
会 長 7,100
委 員 6,900

教 育 支 援 委 員 会 の 委 員 6,900
いじめ問題対策連絡協議会の委員 6,900
社 会 教 育 委 員 6,900
図 書 館 長 232,700

図書館運営協議会の委員
会 長 7,100
委 員 6,900

文 化 財 審 議 会 の 委 員
会 長 7,100
委 員 6,900

文 化 財 専 門 委 員 6,900

旧 三 笠 ホ テ ル 運 営
協 議 会 の 委 員

会 長 7,100
委 員 6,900

公 民 館 長 287,700
分 館 長 37,700

博 物 館 等 施 設 運 営
協 議 会 の 委 員

会 長 7,100
委 員 6,900

歴 史 民 俗 資 料 館 長 232,700
追 分 宿 郷 土 館 長 232,700
堀 辰 雄 文 学 記 念 館 長 232,700
軽 井 沢 町 植 物 園 長 232,700
ス ポ ー ツ 推 進 委 員 6,900
教 育 施 設 に お い て ２ 以 上 の
館 長 を 兼 ね る 場 合 月額　281,100

そ の 他 特 別 職 の 職 員 予算の範囲内において、他の職員との均衡を
考慮し任命権者が定める。
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区
　
　
分

提　出　者　別　・　種　類　別　
町　長　提　出 議　員　提　出 年

間
延
件
数

原
案
可
決

修
正
可
決

否

決

原
案
撤
回

審
議
未
了

継
続
審
議

そ
の
他

計
原
案
可
決

修
正
可
決

否

決

原
案
撤
回

審
議
未
了

継
続
審
議

そ
の
他

計

本
　
会
　
議

1月 2 2 4 4 6

3月 30 3 33 1 1 2 35

5月 4 4 8 1 1 9

6月 9 6 15 5 4 9 24

9月 24 9 33 2 1 1 4 37

12月 14 5 19 7 1 8 27

合　　計 83 0 0 0 0 0 27 110 15 0 2 0 0 0 11 28 138

平成 31 年・令和元年　議会の開催状況
平成 31 年１月１日〜令和元年 12 月 31 日１．会期日数・付議事件等

２．請願・陳情

区
　
　
分

会

期

本

会

議

代
表
・
一
般
質
問

傍
聴
者
（
本
会
議
）

提　出　者　別　・　種　類　別　
町　長　提　出 議　員　提　出

条
例
制
定

条
例
全
部
改
正

条
例
一
部
改
正

条
例
廃
止

予

算

決

算

契
約
締
結

変
更
契
約
締
結

そ
の
他
事
件

専
決
処
分（
179
）

専
決
処
分（
180
）

計

条

例

規

則

意

見

書

決

議

選

挙

そ

の

他

計

本
　
会
　
議

1月 1 1 0 29 1 1 2 1 3 4

3月 20 5 6 29 2 4 19 7 1 33 1 1 2

5月 1 1 0 7 2 2 2 2 8 1 1

6月 14 5 11 38 1 1 2 2 9 15 4 5 9

9月 22 5 7 18 3 1 8 8 3 2 7 1 33 1 3 4

12月 15 5 11 40 1 1 3 9 5 19 8 8

合　　計 73 22 35 161 7 2 19 0 41 3 4 0 25 0 9 110 1 0 5 0 1 21 28

区
　
　
分

受	理	件	数 処　理　状　況 処　理　結　果

新

規

分

前年から
の繰越分

計

本
会
議
即
決

常
任
委
員
会
審
査

議

運

審

査

特
別
委
員
会
審
査

議
長
預
か
り

そ

の

他

計

採

択

一

部

採

択

主

旨

採

択

不

採

択

取

り

下

げ

審

議

未

了

資

料

配

布

継

続

審

査

そ

の

他

計継
続
審
査

前
年
繰
越

請願 1 1 1 1 1 1

陳情 7 7 6 1 7 4 2 1 7
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３．委員会開催日数

平成31年
令和元年

総

　

務

社

　

会

活

性

化

広
報
広
聴

予
算
決
算

全

　

協

議

　

運

研

　

修

議
員
懇
談
会

合

計

委
員
会
開
催
日
数

1月 1 1 1 1 1 1 1 7

2月 2 1 1 1 5

3月 1 1 2 4 1 1 1 11

4月 1 1

5月 1 1 1 1 1 4 3 2 14

6月 1 1 1 2 1 1 7

7月 1 1 1 2 1 3 2 11

8月 1 1 1 1 4

9月 1 1 1 2 5 1 1 2 1 15

10月 1 1 2 1 5 2 12

11月 1 1 1 2 1 4 10

12月 1 1 1 3 1 1 8

合　　計 8 9 10 19 12 13 10 17 7 105
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平成 31 年・令和元年　議会日誌
	 1月	 5日（土）	・	平成31年町成人式
	 1月	 7日（月）	・	広報広聴常任委員会
	 	・	新年あいさつまわり
	 1月	 8日（火）	・	 2019年部落解放同盟佐久地区

協議会旗びらき
	 	・	町消防団新年祝賀会
	 1月10日（木）	・	町観光協会・商工会賀詞交歓

会
	 1月11日（金）	・	第1回議会定例会1月会議開会
	 1月12日（土）	・	町消防出初式
	 1月15日（火）	・	スキーバス事故現場献花
	 1月16日（水）	・	佐久市・北佐久郡環境施設組

合議会運営委員会・全員協議
会

	 1月17日（木）	・	みんなでつくる助け合いのま
ちづくり勉強会

	 1月18日（金）	・	全員協議会
	 	・	野生動物被害対策説明会
	 1月19日（土）	・	第57回町スケート競技会（中

学校の部）
	 1月21日（月）	・	議員懇談会
	 	・	社会常任委員会
	 	・	『私たち佐久地域の「水」の未

来を考えよう！』講演会
	 1月22日（火）	・	小諸北佐久医師会新年懇親会
	 1月28日（月）	・	議会活性化特別委員会
	 	・	佐久広域連合例月出納検査
	 1月29日（火）	・	町例月出納検査
	 	・	佐久市・北佐久郡環境施設組

合議会第1回定例会
	 2月	 6日（水）	・	町自然保護審議会
	 2月	 7日（木）	・	議会活性化特別委員会
	 2月	 8日（金）	・	浅麓環境施設組合議会運営委

員会
	 	・	みんなでつくる助け合いのま

ちづくり勉強会
	 2月13日（水）	・	浅麓水道企業団正副議長委員

長代表者会議
	 	・	北佐久郡老人福祉施設組合議

会第1回定例会・全員協議会

	 2月14日（木）	・	議会運営委員会
	 2月18日（月）	・	佐久市・軽井沢町清掃施設組

合議会説明会・定例会
	 	・	浅麓環境施設組合議会定例会
	 2月20日（水）	・	町例月出納検査
	 	・	町人権同和教育推進委員会
	 	・	町遺族会総会
	 	・	浅麓水道企業団議会定例会
	 2月21日（木）	・	第1回議会定例会3月会議再開
	 	・	全員協議会	
	 2月22日（金）	・	県町村議会議長会第28回定期

総会
	 	・	町猟友会通常総会
	 	・	町野菜価格安定対策事業運営

協議会	
	 2月24日（日）	・	第4回地域政策塾
	 2月25日（月）	・	本会議
	 2月26日（火）	・	本会議
	 2月27日（水）	・	本会議
	 	・	広報広聴常任委員会	
	 2月28日（木）	・	議会活性化特別委員会
	 	・	「あさま山荘事件」殉職警察官

慰霊式典
	 	・	佐久広域連合例月出納検査
	 3月	 1日（金）	・	社会常任委員会
	 	・	北佐久郡議会議長連絡協議会
	 3月	 2日（土）	・	小諸看護専門学校卒業式
	 3月	 4日（月）	・	総務常任委員会
	 	・	町社会福祉協議会理事会
	 	・	みんなでつくる助け合いのま

ちづくり勉強会
	 3月	 5日（火）	・	予算決算常任委員会
	 	・	議会運営委員会	
	 3月	 6日（水）	・	予算決算常任委員会
	 3月	 7日（木）	・	予算決算常任委員会
	 	・	 G20関係閣僚会合100日前イベ

ント
	 3月	 8日（金）	・	予算決算常任委員会
	 3月12日（月）	・	第1回議会定例会3月会議散会
	 	・	 SDGs研修会
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	 3月13日（水）	・	町消防委員会
	 3月14日（木）	・	中学校卒業証書授与式
	 	・	森泉山財産組合議会第1回定

例会
	 	・	軽井沢GOGOウォーキング

フォーラム2019	
	 3月15日（金）	・	町内小学校卒業証書授与式
	 3月17日（日）	・	 G20関係閣僚会合開催記念「軽

井沢子どもサミット」
	 	・	第12回全農日本ミックスダブ

ルスカーリング選手権大会閉
会式

	 3月19日（火）	・	広報広聴常任委員会
	 	・	町住宅対策審議会
	 3月20日（水）	・	全員協議会
	 	・	第2回町野生動物対策報告会
	 3月21日（木）	・	町民講座「地域における総合

診療の意義」
	 3月22日（金）	・	町内保育園卒園式
	 	・	軽井沢国際親善文化観光都市

計画審議会
	 3月25日（月）	・	町公共下水道事業審議会
	 	・	町社会福祉協議会評議員会
	 	・	第3回図書館運営協議会
	 3月26日（火）	・	広報広聴常任委員会
	 	・	佐久広域連合議会全員協議会
	 	・	佐久広域連合議会第1回定例

会
	 3月27日（水）	・	町例月出納検査
	 	・	町ブルー・プラーク認定式
	 3月28日（木）	・	軽井沢大賀ホール評議員会及

び理事会
	 	・	佐久広域連合例月出納検査
	 	・	佐久総合病院本院再構築増築

第2期工事竣工式
	 4月	 1日（月）	・	町コンビニ交付サービス開始

式・町パスポート申請、交付窓
口開設式

	 	・	広報広聴常任委員会
	 4月	 2日（火）	・	町内保育園入園式
	 4月	 4日（木）	・	町内小学校入学式
	 	・	中学校入学式

	 4月	 6日（土）	・	小諸看護専門学校第17期生入
学式

	 4月21日（日）	・	町議会議員選挙
	 4月23日（火）	・	当選証書付与式
	 	・	当選議員説明会
	 4月24日（水）	・	佐久広域連合例月出納検査
	 4月25日（木）	・	町例月出納検査
	 	・	全国都市緑化信州フェア開会

式
	 	・	軽井沢高原を美しくする会定

期総会
	 4月29日（月）	・	緑化木無償配布会
	 	・	天皇陛下御在位三十周年記念

植樹
	 	・	第1回議会定例会閉会
	 5月	 7日（火）	・	全員協議会
	 	・	第2回議会定例会5月第1回会

議開会
	 	・	全員協議会
	 5月10日（金）	・	町暴力団進入阻止連絡協議会

総会
	 5月13日（月）	・	正副議長あいさつ回り
	 	・	町ひとりぐらしの会総会
	 	・	青少年問題協議会総会
	 	・	浅間山火山砂防促進期成同盟

会設立総会
	 	・	軽井沢RCC推進協議会総会	
	 5月14日（火）	・	正副議長あいさつ回り
	 	・	北佐久郡議会議長連絡協議会

総会
	 5月15日（水）	・	新任議員研修
	 	・	町消防団退団幹部慰労会
	 5月16日（木）	・	町防犯組合連合会総会
	 	・	町別荘管理防犯組合総会
	 	・	国際カーリング選手権大会実

行委員会
	 	・	佐久市・北佐久郡環境施設組

合代表者会議・建設現場視察
会

	 5月17日（金）	・	正副議長あいさつ回り
	 	・	佐久市・軽井沢町清掃施設組

合議会代表者会議
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	 6月10日（月）	・	総務常任委員会
	 6月11日（火）	・	予算決算常任委員会
	 	・	議会運営委員会
	 6月13日（木）	・	第2回議会定例会6月会議散会
	 6月14日（金）	・	令和の大茶会in	karuizawa
	 	・	 G20歓迎レセプション
	 6月17日（月）	・	水素Day	in	軽井沢
	 6月18日（火）	・	信州大学社会基盤研究所講演

会
	 6月19日（水）	・	中部小学校音楽会
	 	・	西部小学校音楽会
	 6月20日（木）	・	東部小学校音楽会
	 6月21日（金）	・	水神祭
	 	・	町老人クラブ連合会総会
	 	・	軽井沢カーリング活性化プロ

ジェクト推進委員会総会
	 6月22日（土）	・	町消防団消防ポンプ操法大会
	 6月23日（日）	・	第27回軽井沢病院祭
	 6月25日（火）	・	広報広聴常任委員会
	 	・	町例月出納検査
	 6月26日（水）	・	新任議員町内公共施設研修
	 	・	佐久地区森林祭
	 	・	佐久広域連合例月出納検査
	 6月27日（木）	・	東信地区人権教育研修会
	 	・	社会福祉協議会評議員会
	 	・	三重県東員町議会視察受入
	 6月28日（金）	・	佐久・軽井沢間湯川左岸幹線

道路改良促進期成同盟会総会
	 6月29日（土）	・	軽井沢町・ウィスラー市姉妹

都市提携20周年記念親善訪問
（〜7/4日）

	 	・	第12回軽井沢ユニバーサルス
ポーツ祭開会式

	 7月	 1日（月）	・	広報広聴常任委員会
	 	・	町生活改善委員会役員会・総

会
	 7月	 2日（火）	・	議会活性化特別委員会
	 7月	 3日（水）	・	あきる野市議会視察受入
	 	・	町社会福祉協議会理事会
	 7月	 4日（木）	・	広報広聴常任委員会
	 7月	 5日（金）	・	佐賀県玄海町議会視察受入
	 	・	原水爆禁止国民平和大行進

	 	・	浅麓水道企業団正副議長・委
員長代表者会議

	 	・	町区長会総会
	 	・	町商工会第59回通常総代会
	 5月18日（土）	・	交通安全祈願祭・殉職警察官

慰霊祭
	 	・	佐久総合病院第73回病院祭祝

賀会
	 5月19日（日）	・	軽井沢ハーフマラソン開会式
	 5月20日（月）	・	軽井沢大賀ホール第1回評議

員会・理事会
	 	・	佐久市・北佐久郡環境施設組

合議会臨時会
	 5月22日（水）	・	町例月出納検査
	 5月23日（木）	・	議会運営委員会
	 	・	軽井沢観光協会定期総会
	 5月24日（金）	・	町村議会初当選議員研修会
	 	・	浅麓水道企業団議会臨時会
	 	・	小諸北佐久シルバー人材セン

ター定時総会
	 5月25日（土）	・	ゴミゼロ運動の日
	 5月27日（月）	・	佐久広域連合例月出納検査
	 	・	町交通安全協会定期総会
	 5月28日（火）	・	 EGL	tours33周年記念祝賀会
	 	・	全国町村議会議長会正副議長

研修会
	 5月29日（水）	・	浅麓環境施設組合新任選出議

員研修会
	 5月30日（木）	・	佐久市・軽井沢町清掃施設組

合議会臨時会
	 5月31日（金）	・	第2回議会定例会6月会議再開
	 	・	全員協議会
	 	・	町社会福祉協議会評議員会
	 6月	 2日（日）	・	 ISAK卒業証書授与式
	 6月	 3日（月）	・	本会議
	 6月	 4日（火）	・	本会議
	 	・	スポーツコミュニティー軽井

沢クラブ通常総会
	 6月	 5日（水）	・	本会議
	 	・	広報広聴常任委員会
	 6月	 6日（木）	・	議会活性化特別委員会
	 6月	 7日（金）	・	社会常任委員会
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	 	・	浅麓環境施設組合議会運営委
員会

	 	・	小諸北佐久地域包括医療協議
会総会

	 8月	 1日（木）	・	浅麓水道企業団議会施設見学
	 	・	軽井沢ショー祭2019
	 	・	議会とまちづくりを語る会
	 	 	（木もれ陽の里）
	 8月	 3日（土）	・	軽井沢町・ウィスラー市姉妹

都市提携20周年記念式典
	 	・	軽井沢ゆうすげの集い
	 8月	 5日（月）	・	社会常任委員会
	 8月	 6日（火）	・	平成30年度町決算審査まとめ
	 	・	議会とまちづくりを語る会
	 	 	（軽井沢発地市庭）
	 8月	 9日（金）	・	広報広聴常任委員会
	 	・	平成30年度町決算審査報告会
	 8月15日（木）	・	戦没者追悼式
	 8月19日（月）	・	浅麓環境施設組合議会定例会
	 8月20日（火）	・	森泉山財産組合議会定例会
	 8月22日（木）	・	議会運営委員会
	 	・	町例月出納検査
	 	・	町森林整備検討委員会
	 	・	町野生動物対策報告会
	 8月23日（金）	・	佐久地域問題研修会
	 	・	町村監査委員研修会
	 	・	佐久市・軽井沢町清掃施設組

合議会平成30年度決算審査、
令和元年度定期監査

	 8月28日（水）	・	草津国際音楽会
	 8月29日（木）	・	第2回議会定例会9月会議再開
	 	・	全員協議会
	 9月	 2日（月）	・	本会議
	 9月	 3日（火）	・	西保育園運動会
	 	・	本会議
	 	・	全員協議会
	 9月	 4日（水）	・	中保育園運動会
	 	・	本会議
	 	・	広報広聴常任委員会
	 9月	 5日（木）	・	東保育園運動会
	 	・	議会活性化特別委員会
	 	・	浅麓水道企業団議会正副議長

	 7月	 7日（日）	・	北佐久消防協会ポンプ操法及
びラッパ吹奏大会出場選手慰
労会

	 7月	 8日（月）	・	町国民健康保険軽井沢病院経
営協議会

	 	・	三重県菰野町議会視察受入　
	 7月	 9日（火）	・	社会常任委員会
	 7月10日（水）	・	人権同和研修会
	 	・	全員協議会
	 	・	総務常任委員会
	 7月11日（木）	・	軽井沢ウインターフェスティ

バル実行委員会総会
	 	・	浅麓水道企業団議会正副議長

委員長代表者会議
	 	・	佐久広域連合議会全員協議会
	 	・	佐久広域連合議会定例会
	 7月12日（金）	・	北佐久郡老人福祉施設組合議

会全員協議会
	 7月13日（土）	・	議員懇談会
	 7月16日（火）	・	岐阜県山県市議会視察受入
	 7月17日（水）	・	議員懇談会
	 7月18日（木）	・	平成30年度町決算審査
	 	・	浅麓水道企業団議会定例会
	 7月22日（月）	・	議員研修会
	 7月23日（火）	・	平成30年度町決算審査
	 7月24日（水）	・	例月出納検査
	 	・	平成30年度町決算審査
	 7月25日（木）	・	北佐久郡老人福祉施設組合議

会定例会及び全員協議会
	 7月26日（金）	・	県道借宿小諸線・信濃追分停

車場線道路改良促進期成同盟
会総会

	 	・	平成30年度町決算審査
	 	・	軽井沢高校公設塾「軽井沢学

習センター」開校式
	 	・	議会とまちづくりを語る会
	 	 	（中軽井沢区民会館）
	 7月28日（土）	・	しなの追分馬子唄道中
	 7月29日（月）	・	長野県町村議会議員研修会
	 7月30日（火）	・	東信地区人権教育第1回スキ

ルアップ講座
	 7月31日（水）	・	平成30年度町決算審査
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	10月	 3日（木）	・	議会活性化特別委員会視察研
修（〜4日）

	10月	 4日（金）	・	島根県松江市議会視察受入
	10月	 7日（月）	・	第5回町村議会改革シンポジ

ウム長野inみやだ
	10月	 8日（火）	・	広報広聴常任委員会
	10月	 9日（水）	・	社会常任委員会視察研修
	 	 	（〜10日）
	10月11日（金）	・	北佐久郡スポーツ大会
	10月15日（火）	・	議員懇談会
	10月17日（木）	・	総務常任委員会視察研修
	 	 	（〜18日）
	10月23日（水）	・	町例月出納検査
	 	・	長野県町村議会議長会第29回

定期総会
	10月24日（木）	・	議会活性化特別委員会
	10月25日（金）	・	佐久市・軽井沢町清掃施設組

合議会定例会
	 	・	議会とまちづくりを語る会
	 	 	（発地市庭）
	 	・	社会福祉協議会常任理事会
	 	・	佐久市・軽井沢町環境施設組

合議会第2回定例会
	10月28日（月）	・	議会とまちづくりを語る会
	 	 	（くつかけテラス）
	 	・	社会福祉協議会理事会
	10月29日（火）	・	軽井沢病院に関する懇談会
	 	・	社会常任委員会
	 	・	議会とまちづくりを語る会
	 	 	（観光振興センター）
	10月30日（水）	・	町風俗審議会
	 	・	誰ひとり取り残されない地域

社会づくりへ！winwinな「防
災まちづくり」〜軽井沢町の
観光と福祉の30年先〜講演会

	10月31日（木）	・	全国監査委員研修会（〜11/1）
	11月	 1日（金）	・	町自然保護審議会
	11月	 5日（火）	・	全員協議会
	 	・	総務常任委員会
	 	・	山形県庄内町議会視察受入
	11月	 6日（水）	・	広報広聴常任委員会
	 	・	埼玉県吉見町議会視察受入

委員長会議
	 9月	 6日（金）	・	南保育園運動会
	 	・	社会常任委員会
	 9月	 9日（月）	・	総務常任委員会
	 9月10日（火）	・	予算決算常任委員会
	 	・	議会運営委員会
	 9月11日（水）	・	予算決算常任委員会
	 9月12日（木）	・	予算決算常任委員会
	 9月13日（金）	・	予算決算常任委員会
	 9月14日（土）	・	東部小学校運動会
	 9月17日（火）	・	予算決算常任委員会
	 9月19日（木）	・	第2回議会定例会9月会議散会
	 	・	中部小学校運動会
	 9月20日（金）	・	佐久広域連合議会全員協議会
	 	・	佐久広域連合議会第3回定例

会
	 	・	佐久広域連合議会功労者感謝

状贈呈式
	 9月21日（土）	・	西部小学校運動会
	 9月24日（火）	・	議員懇談会
	 9月25日（水）	・	国道146号軽井沢バイパス建

設等期成同盟会総会
	 	・	町村議会広報研修会
	 	・	北海道登別市議会視察受入
	 9月26日（木）	・	町例月出納検査
	 	・	佐久市・軽井沢町清掃施設組

合議会運営委員会
	 	・	中部横断自動車道経済懇談会

総会・記念講演
	 	・	軽井沢中学校からまつ祭
	 9月27日（金）	・	広報広聴常任委員会
	 	・	軽井沢中学校からまつ祭
	 9月29日（日）	・	第15回ふれあい祭り
	 9月30日（月）	・	佐久市・北佐久郡環境施設組

合議会運営員会
	 	・	佐久市・北佐久郡環境施設組

合議会全員協議会
	 	・	佐久市・軽井沢町・御代田町・

立科町議会合同議員研修会
	10月	 1日（火）	・	広報広聴常任委員会
	10月	 2日（水）	・	全員協議会
	 	・	社会常任委員会視察研修
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	 	・	東京都台東区議会視察受入
	11月	 7日（木）	・	国際特別都市議会議長協議会

（〜8日）
	11月11日（月）	・	町交通安全推進協議会総会兼

交通安全町民大会
	11月12日（火）	・	北佐久郡議会議長連絡協議会

研修
	 	・	東京都港区議会視察受入
	11月13日（水）	・	第63回町村議会議長会全国大

会
	11月14日（木）	・	町定期監査
	 	・	京都府町村議会議長会視察受

入
	11月15日（金）	・	町長期振興計画審議会
	 	・	 2019部落解放・人権政策確立

長野県内行動・佐久地区市町
村要請行動

	11月17日（日）	・	第55回町青少年柔剣道大会
	11月18日（月）	・	議会活性化特別委員会
	 	・	町戦没者合同追悼式
	 	・	浅麓地域議会議員懇談会
	11月19日（火）	・	町定期監査
	11月21日（木）	・	議会運営委員会
	 	・	町社会福祉協議会評議員会
	11月22日（金）	・	町定期監査
	11月23日（土）	・	町民氷上大会兼バッジテスト

競技会
	 	・	ホワイトクリスマスin軽井沢

オープニングセレモニー
	11月25日（月）	・	町例月出納検査
	11月28日（木）	・	第2回議会定例会12月会議再

開
	 	・	全員協議会
	11月29日（金）	・	軽井沢観光協会創立70周年記

念式典
	12月	 1日（日）	・	 KARUIZAWA	 STATION	

FESTIVAL2019開会式
	12月	 2日（月）	・	本会議
	12月	 3日（火）	・	本会議
	12月	 4日（水）	・	本会議
	 	・	広報広聴常任委員会
	12月	 5日（木）	・	議会活性化特別委員会

	12月	 6日（金）	・	社会常任委員会
	12月	 8日（日）	・	第59回軽井沢スケート競技会

開会式（小学生の部）
	 	・	町社会福祉大会
	12月	 9日（月）	・	総務常任委員会
	12月10日（火）	・	予算決算常任委員会
	12月11日（水）	・	第1回町庁舎改築周辺整備事

業検討委員会
	12月12日（木）	・	第2回議会定例会12月会議閉

会
	 	・	町国民健康保険軽井沢病院経

営協議会
	12月13日（金）	・	町図書館運営協議会
	12月14日（土）	・	軽井沢青年会議所クリスマス

例会
	12月17日（火）	・	議会だよりモニター懇談会
	12月18日（水）	・	広報広聴常任委員会
	 	・	軽井沢国際カーリング選手権

大会オープニングパーティー
	12月19日（金）	・	軽井沢国際カーリング選手権

大会ファーストストーンセレ
モニー

	 	・	町地域公共交通会議及び分科
会

	12月20日（金）	・	佐久総合病院クリスマス会
	12月22日（日）	・	軽井沢国際カーリング選手権

大会表彰式
	12月24日（水）	・	広報広聴常任委員会
	12月25日（水）	・	町例月出納検査
	 	・	第56回長野県部落解放研究集

会
	 	・	佐久広域連合議会全員協議会
	 	・	佐久広域連合議会第4回定例

会
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編  集  後  記
　2019 年は元号が平成から令和へと変わり、新たな時代を迎えた年でした。議員改選の年でも
あり、15 名の議員により新しい議会をスタートさせ、種々の活動を行いました。
　まず、「議会とまちづくりを語る会」の内容をリニューアルしました。この会は住民から生の
声を聴くため年 2 回開催していますが、昨年より住民の関心が高いテーマを設け、参加者と議員
が一緒に考えるワークショップ形式を取り入れました。また、特定の分野を深く理解するため各
種団体・グループとの意見交換会も活発に行いました。さらに、「議会だよりモニター制度」を
継続しました。このモニター制度は住民の視点を紙面づくりや議会活動に反映させるため導入し
たものですが、この継続により町政の主人公である住民と議会の結びつきが強まったと感じてい
ます。
　私達議員は住民代表として頼りにされる「チーム議会」を目標にし、今後も全員が一丸となっ
て活動して参ります。

（本議会誌は、区を通じて回覧で配布させていただいておりますが、必要な方は公共施設、区施
設に置いてございますので、ご自由にお持ちください。
　なお、郵送をご希望の方は議会事務局（TEL 45-8910）までご連絡ください。）

軽井沢町議会
　議　　長　　佐　藤　敏　明

広報広聴常任委員会
　委 員 長　　横須賀　桃　子
　副委員長　　寺　田　和佳子
　委　　員　　眞　島　聡　子
　　　　　　　中　澤　睦　夫
　　　　　　　木　内　　　徹
　　　　　　　押　金　洋　仁
　　　　　　　川　島　さゆり
　　　　　　　佐　藤　幹　夫
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